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・一般社団法人日本経済団体連合会 
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・警察庁交通局交通規制課 
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資料２   産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会地球温暖化対策検討Ｗ

Ｇ委員名簿 

資料３   今後の進め方について 

資料４－１ 主なヒアリング事項 

資料４－２－１ 一般社団法人日本経済団体連合会 資料 

資料４－２－２ 経済産業省産業技術環境局環境経済室 資料 
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参考資料２ 杉山委員提出資料 



- 3 - 

 

〇梶川室長  こんにちは。定刻となりましたので、ただいまから第５回中央環境審議会地

球環境部会中長期の気候変動対策検討小委員会・産業構造審議会産業技術環境分科会地球

環境小委員会地球温暖化対策検討ＷＧ合同会合を開催いたします。声のほうは届いていま

すでしょうか。大丈夫でしょうか。大丈夫のようなので続けます。 

 本会合は、環境省、経済産業省の両省が共同で事務局を担いまして、私、今回の事務局を

務める経済産業省産業技術環境局の梶川と申します。よろしくお願いいたします。 

 本日は、中環審、産構審、それぞれの過半数の委員に御出席いただいておりまして、定足

数の要件を満たします。よって、合同会合が成立していることを御報告いたします。 

 また、ウェブ開催に当たっての御案内ということで、少し注意事項を含めてお伝えいたし

ます。本日の合同会合ですけれども、新型コロナウイルス感染症対策のため、ウェブにより

開催いたします。開催の状況はインターネットで同時配信し、動画は会議後、議事録公開ま

での間、ウェブ上で公開予定です。 

 ウェブの開催に当たりまして、何点か御協力をお願いいたします。通信環境の負荷低減の

ため、御発言の際を除いてカメラの映像はオフにしていただき、御発言の際のみオンにして

いただきますようお願いいたします。事務局側も発言する場合を除き、オフにさせていただ

きます。また、ハウリング等を防止する観点から、発言する際以外はマイクの設定もミュー

トにお願いいたします。 

 なお、本日の会合ですけれども、薬師寺委員が御欠席、伊藤委員が会議の途中で御退席、

髙村委員が一時中座されると聞いております。 

 本日ですけれども、座長は山地先生にお願いしまして、今日は事務局側にいらっしゃると

いうよりはリモートで運営することになりますので、もしかしたら何らかコミュニケーシ

ョンが少しスムーズではない場合もあるかもしれませんが、その点、御了承いただければと

思います。よろしくお願いします。 

 それでは、これからの議事進行に関しましては、山地座長、よろしくお願いいたします。 

〇山地座長  山地です。本日は私が進行役を務めさせていただきます。 

 今日の議題は議事次第にあるとおりでして、「今後の進め方について」、それから「関係省

庁からのヒアリング」ということになっております。 

 それでは、まず最初の議題であります「今後の進め方について」、資料の説明を事務局か

らお願いいたします。 

○梶川室長  承知しました。経産省の梶川です。 
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 資料３を配付させていただきまして、また今画面上に投影しております。先週、当然御案

内の方が多いかと思いますけれども、４月22日に地球温暖化対策推進本部、また夜に気候サ

ミットが行われまして、その中の総理の御発言についてまず最初に御紹介したいと思いま

す。下側、４月22日の気候サミットの菅総理のスピーチを抜粋しております。少し黒線を引

いたところを中心に御紹介いたします。 

 「2050年カーボンニュートラルと整合的で、野心的な目標として、我が国は、2030年度に

おいて、温室効果ガスを2013年度から46％削減することを目指します。さらに、50％の高み

に向け、挑戦を続けてまいります」。こういった御発言がございました。下の２つ目のポツ

の最後のところです。「今後、その目標の達成に向けた施策を具体化すべく、検討を加速し

ます」。一番最後のところです。「我が国は、2030年、そして2050年に向けた挑戦を絶え間な

く続けてまいります」。こういった気候サミットでの総理のスピーチがございました。 

 これを踏まえまして、上のリード文にありますけれども、野心的な削減目標を掲げられま

したので、各分野で政策の深掘りをしていくことが必要であると。今回のワーキングにおい

て、温対計画、また国連に提出するＮＤＣの見直しについても議論を加速化する必要がある

ということでございます。 

 また、2050年のカーボンニュートラルの議論もこの審議会で行っていただいております

けれども、成長戦略会議が国、地方、あと総合資源エネルギー調査会、様々、2050年の検討

を行っている議論を踏まえた上で、今後、長期戦略の見直しも必要であるということと考え

ております。 

 後ろ、別紙というものがありまして、具体的にどういった水準が必要かということを御参

考までに提示しております。縦の軸は温室効果ガスの排出量、吸収量ということで、それぞ

れエネルギー起源、非エネルギー起源、ＣＯ２、メタン、こういったものについて2013年度

の排出の実績、2019年度、最新の排出実績、26％という、今提出しているＮＤＣの目標。一

番右側、先ほどの総理のスピーチを踏まえて、少し機械的に数字を出したものとしてこうい

ったものがあるということで、それぞれの部門において施策の深掘りが必要だということ

をあらかじめ御認識いただいた上で御議論いただければと思っております。 

 資料３につきましては私からは以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○山地座長  どうもありがとうございました。今の御説明については、ヒアリングの後ま

とめて御議論いただくということにして、続いて、議題の(2)のヒアリングのほうに移りた

いと思います。 
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 まず、事務局から、今日のヒアリングについて御紹介をお願いします。 

○梶川室長  梶川です。 

 本日の主なヒアリング事項ということで、今資料の投影がございますけれども、大きく３

つと記載しております。現行の温対計画に記載されている対策、施策の進捗状況、２つ目、

現行の温対計画の策定時以降の新たな対策、施策、また先ほどの総理の気候サミットでのス

ピーチを踏まえた上での深掘り策です。その上で、2050年のカーボンニュートラル実現に向

けた取組という、この辺りを意識した上でヒアリングをできればと思っております。 

 具体的には、ト書きのほうにありますけれども、大きく３つの分野、産業分野、道路交通

流対策、あと気候変動分野の国際協力とＪＣＭということで、産業分野につきましては経団

連、経済産業省、道路交通流対策については警察庁、国際協力、ＪＣＭについては環境省、

経済産業省それぞれからプレゼンテーションをした上で、御議論いただければと思います。

委員の皆様につきましても、忌憚のない御議論をどうぞよろしくお願いいたします。 

 山地座長、よろしくお願いいたします。 

○山地座長  ありがとうございました。それでは、ヒアリングに入りたいと思います。今

説明があったとおりですけれども、まず、経団連と事務局から低炭素社会実行計画について、

両者合わせて最大10分でお願いします。その後、警察庁から道路交通流対策について、これ

も最大10分、その後で最後ですけれども、環境省と経済産業省から国際協力とＪＣＭについ

て、これも最大10分でお願いできればと思います。 

 それでは、まず、経団連さんから御説明お願いいたします。よろしくお願いします。 

○長谷川委員  経団連の長谷川と申します。聞こえていますでしょうか。 

○山地座長  はい、大丈夫です。お願いします。 

○長谷川委員  本日は、経団連の低炭素社会実行計画と気候変動対策に係る取組につい

て御説明させていただく機会を賜りましてありがとうございました。資料４―２―１を御

覧いただければと思います。 

 １枚おめくりいただきまして、スライドの１でございますけれども、これはこれまでの経

団連の温暖化対策への取組を示したものでございます。これまで、経団連は、1997年の京都

議定書の前に環境自主行動計画、2013年の京都議定書約束期間終了後に2020年をターゲッ

トとした低炭素社会実行計画、2015年のパリ協定合意前に2030年をターゲットとした低炭

素社会実行計画フェーズⅡと、常にプロアクティブに、計画を立てて主体的に行動してきた

ところです。 
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 スライドの２は、経団連の取組の政府の政策における位置づけです。皆さん御案内のとお

りですけれども、低炭素社会実行計画を産業界の対策の主要な柱として位置づけていただ

いているところです。 

 スライドの３が、経団連低炭素社会実行計画の全体像です。横に対策の種類である、第１

の柱、第２の柱、第３の柱、第４の柱を書かせていただいております。縦に時間軸でフェー

ズⅠ、フェーズⅡと示しております。この時間軸については、フェーズⅠが2020年、フェー

ズⅡが2030年に対してです。それぞれの柱につきましては追って御説明申し上げたいと思

いますが、一番下に書いておりますように、これは政府からも審議会のほうでフォローアッ

プをいただいており、経団連でも第三者評価委員会を設置してＰＤＣＡを回しているとい

うシステムです。 

 スライドの４ページ目が第１の柱、これは自らの事業活動からの排出について、それを削

減していこうという取組でございますけれども、その実績を書かせていただいております。

このグラフは2013年度からの比較でございますけれども、昨年度の実績で、左側の全部門合

計は、６年間で10.7％の削減を実現しているということでございます。また、右側の産業部

門に限って申し上げると、６年間で10.9％の削減を実現しています。 

 この第１の柱の国内の事業活動における削減の中身ですが、前年度比で見るとどうなる

かを一番上の１．で示しております。運輸部門を除いて、産業、エネルギー転換、業務、そ

れぞれの部門で減少になっています。運輸部門については、バウンダリーが若干変わったこ

ともあって、その影響で増えてしまっています。 

 2013年度比については、先ほどトータルでも減っているということを申し上げたところ

ですけれども、部門別に見ても、全ての部門で減少しているということでございます。 

 スライドの６に参りまして、これは前年度からの変化についての要因分析を示したもの

です。３つの要因を分析しており、１つが①の黄色のところでございますけれども、経済活

動量の変化です。２つ目の要因といたしまして、ＣＯ２排出係数の変化です。あと、３つ目

といたしまして、経済活動量当たりのエネルギー使用量の変化です。これはいわゆる省エネ

努力です。 

 それぞれ見てまいりますと、経済活動量はある意味で残念なことですが、業務、運輸部門

については増加しておりますけれども、ほかの部門については減少しています。 

 ＣＯ２排出係数の変化につきましては、これも再稼働した原発の継続運転、あるいは再エ

ネの活用などによりまして、エネルギーの低炭素化が進んでいるということです。それが全
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部門における減少に貢献しています。 

 ③経済活動量当たりのエネルギー使用量の変化ですけれども、これは業務部門について

は減少しているのですが、その他の部門については残念ながら悪化していまして、その下に

要因を部門ごとに書いてございます。全体といたしましては、経済活動量が減少する中で、

効率が悪化せざるを得なかったというような状況が見てとれるところです。 

 次の７ページ目は、第１の柱の目標との関係で、その達成の蓋然性と進捗率を書かせてい

ただいております。第１の柱は、フェーズⅠ、フェーズⅡということで、2020年度、2030年

度とそれぞれ目標を掲げているところでして、フェーズⅠでは、参加62業種中、これまで47

業種が既に目標を達成している状況にございます。そのうち15業種がより高い目標への見

直しをこれまで実施しております。 

 右側に参りまして、フェーズⅡで、も、62業種中26業種が既に目標を達成しているという

ことですので、そのうち24業種がより高い目標への見直しを実施しています。これにつきま

しては、最大限の目標水準を引き続き検討して、しっかりと皆様に御理解いただけるように

努力していきたいと考えているところです。 

 次のスライドの８は第２の柱です。サプライチェーン、あるいは製品・サービスによる貢

献も我々は重視しておりまして、これを主体間連携の強化と言っております。ここで書かせ

ていただいているように、企業の製品を世の中に提供することによって、使用段階でのＣＯ

２削減に貢献も目指しているところでございます。 

 スライドの９は、国際貢献の推進でございます。これは第３の柱と我々呼んでおりますけ

れども、言うまでもなく気候変動はグローバルな課題ですので、グローバルベースで取り組

んでいかなければいけないと考え、海外における貢献を通じた排出削減にも取り組んでい

ます。 

 スライド10は第４の柱です。菅総理の2050年カーボンニュートラル宣言の前から、革新的

技術に関する取組みを業界団体ベースの取組として進めてまいりました。 

 また、スライドの11を飛ばさせていただきまして、スライドの12が、チャレンジ・ゼロと

言っておりますが、個社を中心とした革新的技術に関する取組も、新たに2020年の６月から

開始しています。これは各社がネット・ゼロエミッションに貢献できるような技術の開発、

あるいはその普及、金融面における支援のいずれかに取り組むことに賛同し、その具体的な

アクションを表明するものです。今現在182社・団体にご参加いただいているところでござ

います。 
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 2050年に向けた取組ということで、政策面も含めた提言を13ページに書かせていただい

ております。これは10月に菅総理の宣言がございまして、12月に経団連としての取組をまと

めたものでございます。時間もございませんので、後で見ていただければと思いますけれど

も、2050年カーボンニュートラルについて、政府と一体となって不退転の決意で取り組むと

いうことで、イノベーション、サステナブル・ファイナンス、電力システムの次世代化、国

際展開という中身を提言させていただいているところです。 

 最後、スライドの14でございますけれども、先般、先ほど事務局から御紹介のありました

菅総理の46％の削減についての中西会長のコメントを発出しておりますので、御紹介した

いと思います。２行目からです。総理の宣言につきましては、人類にとって喫緊の課題であ

る気候変動の解決に向けた強い覚悟を示すとともに、国際社会を主導する確固たる決意を

表明したものとして評価したいとしております。 

 その上で、２パラ目の一番最後です。政府には、欧米に劣後することのない目標の野心度

にふさわしい規模の政策リソースを動員することを求めたいということで、その次のパラ

で、お願いしたい具体的な取組を列挙しています。 

 最後のパラで、経団連としてももちろん、経済界として目標達成、あるいは対策に向けて

努力していくことを書かせていただいています。 

 私からの説明は以上になります。どうもありがとうございました。 

○山地座長  どうもありがとうございました。 

 では、続きまして、事務局から説明をお願いいたします。 

○内野企画官  事務局、経産省・内野と申します。音声入っていますでしょうか。 

○山地座長  はい、大丈夫です。お願いします。 

○内野企画官  資料４―２―２に基づきまして御説明させていただきます。先ほど経団

連さんから御報告がありました低炭素社会実行計画のフォローアップでございます。資料

の右下２ページ目、政府による毎年度のフォローアップとございますけれども、地球温暖化

対策計画におきまして、低炭素社会実行計画等の取組につきまして、関係審議会等による厳

格かつ定期的なフォローアップを実施することとされておりまして、本日委員の皆様から

御意見をいただくこととなってございます。 

 次の３ページ目でございますけれども、経産省所管の41業種につきましては７つの業種

別のワーキンググループ、それから環境省所管の３業種についてはフォローアップ専門委

員会がございまして、記載のとおりのスケジュールで昨年末から御意見をいただいている



- 9 - 

 

ところでございます。 

 １ページ飛ばしまして５ページ目でございますけれども、ワーキンググループ等でいた

だいた御意見を御紹介させていただきます。 

 まず、総論といたしまして、自主的取組によって、多くの業種において経済性を維持しな

がら順調にＣＯ２を削減しているという評価をいただいております。それから、数年前に比

べますと、業界ホームページ等で分かりやすい情報が発信されているというコメントがご

ざいます。2050年カーボンニュートラルという目標に向けて計画の大胆な見直しもという

声も上げられております。 

 次の６ページ目でございますけれども、さらなる実効力強化に向けてということでござ

いまして、2030年目標の政府の目標、これは当然直近の議論を踏まえたものではなくて、

26％というところでございますけれども、いずれにしても、業界として貢献を見える化して

はどうかという御意見をいただいております。 

 それから、統一的な見せ方でございますけれども、どうしても、業種によって目標の立て

方がＣＯ２の排出量であったりエネルギー原単位であったりと異なっているということで、

業種の特性もありまして、ある意味仕方がないところもあるのかもしれませんが、とはいえ、

分かりやすく統一的な見せ方ができないのかという御意見をいただいております。 

 最後、７ページ目でございますけれども、もう一つの実効力強化に向けてということでご

ざいまして、業界のカバー率とございますけれども、特に運輸部門ですとか業務部門におい

ては中小企業も多いということで、産業部門、エネルギー転換部門になりますと、業界のカ

バー率が低くなってございまして、それをどう巻き込んでいくのかということが課題とし

て上げられております。 

 最後、印刷業界のグリーンプリンティングという環境基準がございまして、低炭素社会実

行計画に参加すると加点されるということでございまして、実行計画に参加するインセン

ティブになっているのではないかということで御紹介させていただいております。 

 私からの説明は以上です。ありがとうございます。 

○山地座長  どうもありがとうございました。 

 では、続きまして、警察庁から御説明をお願いいたします。よろしくお願いします。 

○井澤課長 警察庁の交通規制課長の井澤でございます。 

○山地座長  はい、お願いします。 

○井澤課長  それでは、私からは、警察において取り組んでおります道路交通流対策によ
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る地球温暖化対策の概要について御説明させていただきます。資料の２ページ目でござい

ますが、2019年度の警察の取り組んできた対策についての概要を取りまとめているもので

ございます。 

 現行の地球温暖化対策基本計画におきましては、運輸部門の中で道路交通流対策が掲げ

られておりまして、その中で警察が行っているものですけれども、道路交通流対策といいま

すと、もちろん道路の整備といった部分が大きいわけであります。警察において信号機の設

置、管理を行っております。この信号機の高度化を行っていくことによって旅行時間の短縮

に資するという部分がございまして、道路交通流対策として警察が行っているものは、まず

１つ目が信号機の集中制御化、２番目としてその他の信号機の改良、３番目として信号灯器

のＬＥＤ化を行っております。 

 個々の内容につきましては次のページで詳しく御説明いたしますが、信号機の集中制御

化、それから信号機の改良について、2019年度は見込み値を少し上回ったですとか、少し下

回ったというような状況になっております。さらに、2030年度目標の水準に向けた現行の位

置づけということに関していいますと、これは評価としてはフォローアップでは、信号機の

改良等を行っていく事業量につきまして、社会資本整備重点計画2025年度までの目標とい

うことになっておりますからＥ評価としておりますけれども、着実に進めていきたいと考

えております。 

 それから、信号灯器のＬＥＤ化につきましては、見込み値が14.5万トンであったところが

11.7万トンと少し下回ったところでございますが、こちらについても引き続き着実な整備

を行っていきたいと考えているところでございます。 

 続きまして、３ページ目でございます。ただいま御説明したのは19年度の数値でございま

すけれども、では、具体的に何をしているのかというところでございます。 

 まず、図の信号機の集中制御化ですけれども、信号機はそれぞれの交差点に立っておりま

すが、各都道府県警察本部に併設されている交通管制センターというものがございます。特

に市街地の信号機につきましては、交通管制センターで個々の信号機の情報を集約して面

的に信号機の制御を行っていくことによって、全体としての車の流れの円滑化を行ってい

るところでございます。これにより、５年間で申しますと約700万トンのＣＯ２の削減に資す

ることができたということでございます。 

 それから、資料の一番上の信号機の改良事業でございます。信号機の改良のうち、例えば

プログラム多段化と申しますのは、幾つかのパターン、平日あるいは休日で交通量が変わる、
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あるいは特定日、そこの交通量が多いということが事前に分かっているところに複数の信

号制御パターンを記憶させておいて、それによって個々の交差点単位での交通流の円滑化

を図っていくというものでございます。 

 それから、半感応化というのは、主道路、大きな道路と小さい道路が交差しているところ

におきまして、小さい道路は基本的に車が来ない限りは赤にしておくということで、感知器

を置きまして、それによって主道路の交通流の円滑化を図っていこうとするものでござい

ます。 

 そのほか、右折感応化ですとか、一番右側、多現示化というのがございますけれども、交

差点によって道路の太さですとか交通量が複雑な場合に、それぞれ個々の交通流を最適化

していくためのプログラムを入れていくというようなものになっております。 

 2015年度から19年度では、これらの事業を合わせまして約250万トンのＣＯ２の削減に資

したところでございます。 

 最後、一番右下ですけれども、信号灯器のＬＥＤ化であります。これまで御説明した２つ

につきましては、あくまでも警察の設置管理しております信号機の動きを調整することに

よりまして交通流の最適化を図るというものでございますが、信号灯器のＬＥＤ化につき

ましては、信号灯器の使っている電力量を直接減らそうというものでございます。基本的に

は車両灯器、あるいは歩行者用灯器、それぞれ電球式のものからＬＥＤ化させますと、おお

むね６分の１から７分の１程度まで消費電力量が減ります。信号灯器の更新の際にＬＥＤ

化することによりまして、2015年から19年度でおおむね55.7万トンのＣＯ２の削減に資した

と考えているところでございます。 

 続きまして、資料の４ページです。これまで警察で行ってきておりました道路交通流対策

としては、今御説明したような対策を計画に基づく事業と位置づけてきたわけでございま

すけれども、新たに次期計画におきましては、信号機のプロファイル化も事業として追加し

たいと考えております。プロファイル化というのは、端的に申し上げますと、個々の信号制

御をするところの対象交差点に、基本的には周囲の交通量を観測しながら個々の信号機の

制御を行っているわけですけれども、このプロファイルに関しましては、それよりもさらに

上流の交通流を感知しながら、この交通流が近い将来に当該交差点の信号のところに来る

のがどれぐらいなのかという交通量を予測しながら信号機の制御を行っていくというシス

テムでございます。 

 通常の信号機でありますと、数分前までの過去のデータに基づいて制御しているわけで
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ございますけれども、瞬時に交通量が増えた場合にはなかなか対応ができず渋滞を引き起

こすという課題があったところですけれども、こういった近い将来押し寄せるであろう交

通量を予測することによって、こうした影響を少しでも低減しようとするものでございま

す。 

 続きまして、５ページ目でございます。道路交通流対策のうち、警察の行う施策としての

削減目標を定めるのは難しいです。ただ、やはり交通流をよりよくするために警察として行

っている施策について御説明させていただきたいと思います。 

 まず１つ目は、信号情報の提供による自動車運転支援システム、我々は略してＴＳＰＳと

呼んでおります。このシステムは、道路に設置した光ビーコンという赤外線の装置がありま

して、車載器と双方向通信する路側インフラでございますけれども、この光ビーコンから走

行中の自動車の車載器に対しまして、前方にある信号情報、すなわち信号機の位置ですとか、

青信号、赤信号が切り替わる時間等の情報を提供することによりまして、運転者に対してゆ

とりのある運転、あるいは経済的な運転を行える情報を与えて支援していくというもので

ございます。 

 具体的な内容といたしましては、資料の左下に書いてありますけれども、信号通過支援と

いうものでございまして、これは次の信号交差点をスムーズに通過できるための推奨速度

を情報として提供しております。 

 また、真ん中にあります赤信号減速支援というシステムです。これは、次の信号交差点に

到達するときには信号が赤になっていると計算される場合に、早めのアクセルオフにより

減速を運転者に促しまして、無駄な加速を抑制しようとするようなものになっております。 

 あるいは、一番右側、発進遅れ防止支援というプログラムですけれども、こちらは車が交

差点で信号待ちをしている際に、青から赤に変わるまでの時間の目安を示すことによりま

して、信号が変わったことを見落としするなどによって発進が遅れ、青時間が無駄になるこ

とのないような支援をしていくというようなプログラムとなっております。 

 このＴＳＰＳにつきましては、令和２年３月末時点で46の都道府県警察の交通管制セン

ターに整備されておりますので、これらをうまく運用することによって、ＣＯ２の削減です

とか交通流の円滑化を実現していきたいと考えております。 

 最後になりますけれども、資料の６ページ目でございます。こちらはタイトル、クラウド

等を活用した信号情報の提供と書いております。信号情報の提供という意味では先ほどの

ＴＳＰＳと似たようなことでございますけれども、こちらは内閣府のＳＩＰという枠組み
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予算がございまして、その中の一事業として現在研究中の内容となっております。 

 この研究につきましては、いわゆるＬＴＥ等の携帯電話網を利用して車両に信号情報を

提供していくというような研究開発となっております。先ほどのＴＳＰＳと似ているもの

でございますけれども、ＴＳＰＳは、申し上げました光ビーコンという路側インフラの整備

が必須となってくるわけです。このやり方ができるようになれば、路側インフラの整備がな

くても信号情報が提供できることが可能になるのではないかということで進めているもの

でございます。 

 警察全体の交通安全施設の予算というのは都道府県警察の予算が大きな部分を占めてい

るということもあり、一気に増やしていくというのはなかなか難しいものでございますの

で、こういった信号情報を提供するようなシステムが実用できるようになれば、より交通流

の円滑化を図っていくことができるのではないかと考えているものでございます。 

 以上が警察で取り組んできた、あるいはこれからも取り組んでいく温暖化対策に資する

重要な任務になっておりますので、引き続き御指導よろしくお願いいたします。 

 警察庁からは以上でございます。 

○山地座長  ありがとうございました。 

 では、ヒアリング、最後になりますが、環境省と経済産業省さんから説明をよろしくお願

いします。 

○杉本室長  環境省国際協力・環境インフラ戦略室長の杉本でございます。気候変動分野

の国際協力とＪＣＭについて、環境省及び経済産業省から御説明させていただきます。 

 次のスライドをお願いします。昨年の７月発表されましたインフラシステム戦略2025の

骨子におきまして、アジアをはじめとした途上国、新興国の脱炭素移行をパッケージで支援

していくといった枠組みが議論され、官民連携で現在進めているところでございます。この

中では、政策対話から各国の計画や法制度の支援、自治体、都市同士の連携、案件形成に至

るまでのパッケージで支援していくということとなってございます。また、その中でも特に

官民イニシアチブを進めていくというところでも既に出ておりまして、昨年の12月にはイ

ンフラシステム戦略2025ということで、本編を含めて発表されてございます。 

 次のスライドをお願いします。環境省では、その一環といたしまして、日本と海外の都市

の連携事業を支援してございます。国内の脱炭素都市づくりの経験やノウハウを海外都市

に移転するということで、これまでに13か国39都市・地域が海外から参加し、日本からは15

自治体が参加いただいてございます。 
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 成功事例の１つといたしましては、東京都の協力によりましてクアラルンプール市が建

築分野での対策を進めることとなり、2050年のカーボンニュートラルを宣言することとな

ってございます。具体の取組、もしくは具体の組合せについては参考資料のほうで御覧いた

だければと思います。 

 次のスライドをお願いします。こういった各都市の取組や連携の事例を共有すべく、先月

の３月17、18日にＵＮＦＣＣＣと連携いたしまして、脱炭素都市の国際フォーラムを実施し

てございます。この中では、日本のゼロカーボンシティ、国・地方会議における議論、また

都市間連携を共有するとともに、世界で脱炭素ドミノを広げていくということについても

確認されております。登壇者といたしましては、15か国、28自治体及び関係機関が参画いた

だき、2,000人弱の方々が視聴してございます。 

 次のスライドをお願いします。また、民間との連携ということで、昨年９月に環境インフ

ラの海外展開プラットフォームを設立いたしまして、自治体、製造業、金融機関ほか様々な

分野から現在345団体が参加いただいております。この中でセミナーや技術リストづくりと

いうところを通じて、国際発信とともに案件形成支援をする予定でございます。 

 次のスライドをお願いします。こちらは二国間クレジット制度、ＪＣＭでございますが、

優れた脱炭素技術やエネルギーインフラ等の海外展開を通じまして、パートナー国のＧＨ

Ｇ排出削減を推進するスキームでございます。これにより生じたパートナー国での排出削

減量は、クレジットとして両国において配分されるということで、日本の排出削減目標達成

に活用できるスキームとなってございます。 

 次のスライドをお願いします。具体的なＪＣＭの案件例といたしまして、左側の下にござ

いますが、こちらはベトナムの高効率変圧器の例でございます。この例のとおり、ＪＣＭの

設備補助の結果を受けて、ビジネスベースでも実際の技術が普及してございます。このよう

に、ＪＣＭプロジェクトだけでなく、その波及効果をもってパートナー国の排出削減への貢

献を行っているとともに、脱炭素技術のマーケットづくりにも貢献してございます。 

 これまで17か国約180件のプロジェクトを実施し、そのプロジェクト群による2030年度ま

でのＣＯ２排出削減推計量は約1,800万トンと想定してございます。このＪＣＭは、パリ協定

６条２項に基づくスキームとして、具体の案件形成によりできたクレジット化、こういった

プロセスが透明性、正確性が確保される形で行われてきております。こういった実績により

国際ルールづくりにも貢献しているものでございます。ＣＯＰ26で６条の詳細ルールが議

論される予定でございますが、ＪＣＭ自体は合意はなくとも既に二国間の取組として成立
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してございます。ただ、６条ルールの合意があれば炭素市場の国際的なルールができ、ＪＣ

Ｍを含めた国際的な市場メカニズムの活用に対するさらなる追い風になると期待してござ

います。 

 2030年の新目標を踏まえたＪＣＭの位置づけとしては、地域的な展開等も視野に、官民連

携をさらに強化、拡充して取り組み、その成果を我が国の2030年度目標に活用するというこ

とが適当ではないかと考えてございます。 

 それでは、経済産業省のほうに移りたいと思います。 

○長田室長  引き続きまして、経済産業省から御説明申し上げたいと思います。経済産業

省地球環境連携室の室長をしております長田と申します。よろしくお願いいたします。 

 経済産業省におきましても、ＪＣＭは海外に貢献する手段として大変重視しておりまし

て、特に経済産業省におきましては、技術課題を有する案件、技術性、実証性の高い案件を

対象といたしまして、これはＮＥＤＯを通じた実証事業について支援する。これによりまし

て、我が国の低炭素技術を外に展開し、それによってクレジットを取得、また官民を通じた

相手国の制度整備につなげていくということを目的に事業を行っております。 

 今後の方針といたしまして、下のほうに書いてございますけれども、より大規模化をした

いということで、例えばＣＣＵＳをプロジェクトの対象とすべく調整を進めているところ

でございます。また、より民間事業の展開ということで、民間活力をさらに使っていく。ま

た、ファイナンスの連携によってＪＣＭをより広げていくという方向で検討しているとこ

ろでございます。 

 他方、下に図を描いてございますけれども、ＪＣＭの部分は図の一番左下のほうに黄色で

描いてございます。これはこれで大規模化を目指していくということです。しかしながら、

現状においても、ＪＣＭに関わらないところで見れば、官民による排出の削減ですとか、さ

らにその先には民間による削減ということで大きく広がっていっているというところがご

ざいます。特にこの真ん中の官民による排出削減部分につきましては、しっかりクレジット

という形にこだわらない形で定量化し、日本の貢献としてアピールしていくことが日本の

あり得る貢献として重要ではないかと行政として考えているところでございます。 

 次のページをお願いいたします。その具体的な仕組みとしまして、当省のほうではＣＥＦ

ＩＡを推進しております。これはＣｌｅａｎｅｒ Ｅｎｅｒｇｙ Ｆｕｔｕｒｅ Ｉｎｉ

ｔｉａｔｉｖｅ ｆｏｒ ＡＳＥＡＮの略でございますけれども、ＡＳＥＡＮにおける脱

炭素化、低炭素化を支援する。３つの柱でこれを実施しておりまして、１つは先端技術の導
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入、それを支えるための政策・制度構築が２つ目、それからファイナンス。この３つをセッ

トで進めることによって、アジア市場におけるイノベーションを通じた現実的なトランジ

ションを進めていくものでございます。 

 具体的にどのようにこれを進めるかということにつきましては、フラッグシップ・プロジ

ェクトと我々呼んでおりますけれども、具体的な省エネ、再エネのプロジェクトを実施し、

その中で、申し上げた技術の導入、制度構築支援、ファイナンスの連携というところを実現

していく。特にＡＳＥＡＮにつきましては、今年から2025年まで、ＡＰＡＥＣと呼ばれてい

るＡＳＥＡＮエネルギー協力行動計画を実施しておりまして、これの実施にＣＥＦＩＡが

貢献するというところを今後の目標として掲げております。 

 また、ファイナンス面のところ、先ほど申し上げた３本柱の１つでございますけれども、

これにつきましてはアジア開発銀行と先日覚書を締結しておりまして、この覚書に基づい

て、ＣＥＦＩＡを通じてＡＳＥＡＮ各国のプロジェクトに資金を流していくというところ

を実現していくものでございます。こういったことにより、日本のエネルギー安全保障の向

上にも寄与するということでございます。 

 右側のほうにフラッグシップ・プロジェクトということで、具体的に４つの例を書いてお

りますけれども、ＺＥＢ、ゼロエミッションビルディングですとか、工場におけるＩｏＴを

使ったエネマネ、また風力等を使った島国におけるマイクログリッド、ファイナンスの様々

な取組というのを現在フラッグシップとして進めているところでございます。 

 さらに詳細は参考につけてございますので、御関心あればぜひ御覧いただければ。 

 私からは以上でございます。 

○山地座長  以上で説明は終わりと考えてよろしいですか（「はい、以上です」の声あり）。

ありがとうございました。 

 それでは、今までの説明について、各委員から御質問、御意見等をいただきたいと思いま

す。まず最初のラウンドは、今までやってきていますけれども、中環審と産構審の委員が交

互に、それぞれ五十音順で御発言していただければと思います。今回は中環審側の委員の方

から、中環審、産構審と交代で五十音順ということで御発言をお願いしたいと思います。途

中で退席等で都合が悪いという場合には、チャット等で御連絡いただければ対応いたしま

すので、よろしくお願いいたします。時間が限られておりますので、御発言は３分以内を厳

守してお願いいたします。 

 ということで、まずは中環審側から石井委員、お願いいたします。 
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○石井委員  ありがとうございます。私からは２点申し上げたいと思います。 

 まず、先週発表になりましたＮＤＣの2030年目標ですけれども、やはり2050年ネットゼロ

と整合的な目標が出たということで、そのことは高い目標であると同時に、海外からも大変

高く評価されていたと思うのですが、多分、既に御発表にもあったように、これから重要な

のはそれの実効策をどれだけクレディブルなものを描いていけるかという点であろうと思

います。その点から見ますと、ヨーロッパもアメリカも今回それなりに高い目標を出してお

りますけれども、やはりその評価がちょっと分かれているところがあると思っておりまし

て、ヨーロッパはかなりのところ、法律的にも、制度・政策面でも、そしてそれに呼応する

ファイナンスの面でも非常にしっかりしたものをトータルパッケージで出してきて、かつ、

その中にトータルシステムチェンジというか、需要面も含めたようなところまでカバーし

ている。それに対してアメリカのほうがまだやや技術革新頼みというところがあって、全体

的に本当にそれで動いていくのかどうか、よく分からないという点が少し評価が分かれて

いるように思います。 

 その点、日本のほうについて言いますと、冒頭御紹介いただいた中西会長のメッセージに

もありましたけれども、2030年46、あるいは50％の高みを目指してというところを本当にや

っていくためには、やはりこれまでの技術の延長線上ではないということが重要なのだけ

れども、技術革新だけではない、やはりそれをきちんと担保する制度・政策、そして財政面

でのトータルパッケージを真剣に考えていく必要があり、その中では、この場でも何度も議

論しました需要サイドの転換等も重要になってくると思います。 

 ２点目は、国際協力の話で、菅総理がバイデンのクライメートサミットに行って３つの成

果ということをおっしゃっていましたが、そのうちの３点目の国際協力、やはり特にインド

太平洋における国際協力というのは非常に重要なポイントで、これが日本が海外で国際的

にリーダーシップを発揮していくという点でも重要であろうと思います。 

 特にこれから重要になってくるのは、今東南アジアが非常に大きく依存している石炭火

力の発電をどうやって早期の撤退を目指し、それと同時にリニューアブルをどうやって加

速化して入れていくかと、このトータルのパッケージ、アーリーリタイアメントとアーリー

インストールメントをどうやって公的資金、特にＡＤＢ等をはじめとするＭＤＢ、それから

それ以外の公的資金、そして民間資金を入れた形のブレンディッドファイナンスのスキー

ムをつくって、こうした東南アジアの石炭火力からの撤退を早めにやっていけるかという

ことが重要ではないか。ここに日本の国際的なリーダーシップ発揮の余地があると思って
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おります。 

 以上です。 

○山地座長  ありがとうございました。それでは、産構審側の委員のほうに移りまして、

伊藤委員、お願いいたします。 

○伊藤委員  よろしくお願いいたします。目標値が非常に上がったということで、2030年

までに46％削減するというようになると、私は中小企業も全体に取り組んでいかないとい

けないなと。細かいところも拾い上げて、全体でＣＯ２を削減していくということが必要に

なってくるかなと思うと、中小企業の取組というのはこれまでほとんど進んでいないとい

うのが現実ではないかと思います。実際に私も中小企業の現場に行くことが多いのですけ

れども、何をしたらいいのか分からないと答えられる経営者の方が非常に多いということ

で、具体的にこういうものに対しては周知をしていくということも求められると同時に、コ

ロナ禍で非常に疲弊しているという状況でもあるので、そういう中で削減を取り組むこと

でメリットが感じられる仕組みをつくるということも必要になってくるのではないかと思

います。それは補助金なのか、また金融機関と連携して金融的な優遇があるとか、そのよう

なものを構築していく必要があるのではないかと思います。 

 それから、海外の新興国、特にＡＳＥＡＮとか途上国のほうにも活路を見いだそうとして

進出している中小企業というのは非常に多いのですけれども、今コロナで大変ですが、これ

が落ち着けばまたその動きというのは増えてくるものと思われます。そこにＣＯ２削減の技

術や取組を促進していくことで、ＪＣＭのクレジットになるような仕組みづくりというの

も大事なのではないかなと。今、例えばＮＥＤＯを通じてそういう技術が承認されればＪＣ

Ｍのクレジットになるということなのですけれども、実際に私が取材した中では、例えばＪ

ＩＣＡの中小企業海外展開支援事業などを取材したときには、現地のＣＯ２削減という課題

でかなり貢献する事業を行っている企業も多いことを実感しております。 

 例えばインドネシアのボルネオ島の泥炭地の毎年の森林火災です。これは本当に毎年起

きていまして、そこのＣＯ２排出量は13億トン。日本の排出量をかなり上回るぐらいの排出

量を出しているのですけれども、例えば森林火災がボルネオ島で起きる仕組みというのは、

泥炭地の水位が下がってくると一気に燃え出すということで、その水位を管理すればいい

のではないかということで、北海道のみどり工学という会社がその推移をＩｏＴでしっか

りと感知しながら警報を出せるような仕組みを現地で提供していたのです。本当にこのよ

うに細かく拾い上げていくと、私は中小企業でもＣＯ２削減に貢献している事業というのは
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かなりたくさんあると思いますので、そこをＪＣＭのカウントにどんどん入れていけるよ

うな調査が必要ではないかと思います。森林火災は気候変動でこれからもどんどん増えて

いくと思いますので、この分野で新しい防げるような技術が確立できれば、かなり国際貢献

にもなっていくのではないかとも思っております。 

 以上です。 

○山地座長  どうもありがとうございました。では、次、中環審側の江守委員、お願いい

たします。 

○江守委員  ありがとうございます。私からは、今日の話に入る前に、杉山委員から第１

回以降繰り返し、御議論で異常気象は増えていないなどの御意見がありましたので、それへ

のコメントを前回の会合の追加資料として、それから今回の会合の参考資料１として提出

させていただいております。これは気候科学の専門家としてはこういうコメントになりま

すということで、特に今回の資料は多くのほかの専門家にも手伝っていただきました。この

場をお借りしてお礼を申し上げます。 

 時間がもったいないので中身は説明しませんけれども、御関心のある方は御覧いただけ

ればと思います。本日の内容ですけれども、あまり専門に近い話ではないので、大まかな考

え方のみコメントさせていただきたいと思います。 

 まず、新しいＮＤＣに関して、2030年46％で、さらに50％を目指し挑戦ということで、報

道等を見ておりますと、いろいろ積み上げができていないというような話が聞こえてきて、

なかなか現状の見通せる範囲で、どこで何％減らすということを見込むことが難しい挑戦

的な数字になっているのだろうと理解しています。 

 そこで恐らく考えるべきことは、無理して数字合わせで、足りない分をどこに押し付けよ

うというようなことを無理やり積み上げるということではなくて、より重要なのは恐らく

この10年で構造転換をどれぐらいできるかということが鍵なのではないかと個人的には理

解しております。つまり、例えば地域分散エネルギー社会に社会構造を転換するとか、グリ

ーンな産業とかグリーンな雇用に構造転換するとか、そういうことをやっていかなくては

いけない。 

 よく10年先は近いので、今見通せる前提で積み上げをしましょう、30年先はイノベーショ

ンも含めて、もっと構造的な変化も考えましょうと言うかもしれないのですけれども、それ

を言っていると、では、10年先は積み上げで、10年たったらまたその10年先は積み上げでと

言っていたら、いつまでたっても構造転換が真剣にできないので、この10年で大きな構造を
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変えるというつもりでこれは取り組んでいただいて、その結果として46％、さらには50％へ

の挑戦というのがついてくると考えるべきではないかと思います。 

 以上です。 

○山地座長  どうもありがとうございました。それでは、また産構審側に戻りまして、井

上委員、お願いいたします。 

○井上委員  冒頭御報告いただきました、わが国の2030年度における温室効果ガス排出

について、先日、菅総理が「2013年度比46％削減」という大変野心的な目標を示された。こ

れは2050年カーボンニュートラル実現に向けて取り組む強い決意を国内外に示されたもの

と受け止めております。これまでの「26％削減」を大きく上回る新たな目標であり、既存技

術をベースとし、わずか９年という短期間で達成することは容易でないと感じております。

現存する脱・低炭素電源を最大限活用することが不可欠であります。また、エネルギーの供

給側、需要側双方の幅広い分野において、排出削減に資する技術の実装を加速していくこと

が求められます。政府には、国・自治体・企業・国民が一体となり、かつ、各主体が自分事

として捉え、対応が加速するよう、また民間による取組みを力強く促すインセンティブとな

るよう、あらゆる施策を総動員するとともに、野心的目標の実現にふさわしく、諸外国に見

劣りしない、大規模かつ積極的な財政支援を期待しております。併せて、今後、温暖化対策

の増強に伴うコストの上昇を明確にお示しいただき、国民に理解を求めるとともに、公平な

負担の在り方についても具体的に示していかなくては、協力が得られないと考えています。 

 日本商工会議所としても、中小企業がこれまで以上に温暖化対策を自社の経営に取り入

れていけるよう、各地商工会議所自身の環境アクションプラン策定の推進や省エネ対策に

関する情報提供、ＣＯ２チェックシート活用による排出削減の見える化の推進など、一層支

援を強化していきます。 

 資料３―２―２の７ページで、「中小企業も含めた、業界内カバー率の引上げ」について

提示していただいております。中小・小規模事業者は、地球温暖化対策に取り組まなければ

ならないことは分かっていても、事業規模が小さいほど、新しい制度への参画や、新技術の

導入に踏み切れない企業が多いのが現実です。ほかの事業者の動向や大企業からの要請な

どにより検討を始める中小・小規模事業者が少なくありません。また、一方的に大企業から

報告書の提出を求められるケースもあり、反応やアドバイスなどが無いという声も届いて

います。初期段階から計画に参加することによるメリットの設定など、自主的参加のインセ

ンティブとなるような仕掛けが必要ではないかと考えています。 
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 特に現在は、新型コロナウイルスの影響が続いている中、多くの中小企業は経営の立て直

しを余儀なくされています。地方の商工会議所からも、「コロナ禍で経営が悪化している企

業が多く、先行きも見通せず疲弊している事業者が多い」という声が届いています。また、

緊急事態宣言が再度発出され、中小企業はさらに厳しい経営環境に置かれることが十分に

予想されます。くれぐれもこうした地域の中小企業の現状を十分に勘案いただきたく存じ

ます。 

 また、資料３―３において、様々な方法・手段による地球温暖化対策について御説明いた

だき、大変興味深く拝聴いたしました。例えば、数が非常に多い高速道路等の道路照明のＬ

ＥＤ化の更なる推進や、近年増加している街中のデジタルサイネージの省エネ化などを徹

底することで、相当程度の地球温暖化対策に有効ではないかと感じました。ぜひこの辺も御

検討をお願いしたいと思います。 

○山地座長  ありがとうございました。次は中環審側なのですけれども、あいうえお順で

いうと大塚委員長ということになります。よろしくお願いします。 

○大塚委員長  恐れ入ります。聞こえておりますでしょうか。 

○山地座長  はい、大丈夫です。お願いします。 

○大塚委員長  最初は全体的な話ですけれども、さっき江守委員がおっしゃったのは私

もそのとおりだと思っておりまして、構造転換が必要だと思っています。ただ、計画として

はやはり積み上げをせざるを得ないと思いますので、それに関して一言だけまず申し上げ

させていただきます。 

 役所の方にお願いをたくさんしてしまうことになって恐縮なのですけれども、今回やは

り計画を策定していく上で、46％削減に向けて、まず2030年については計画をつくっていく

わけですけれども、どの対策を取ったときにどれだけのコストがかかってパフォーマンス

がどうなのかということを大体でいいので出していただく必要があるのではないかと思っ

ております。そうしないと、どうしても、闇雲にやってしまうと、財源は限られていますの

で、不十分なことになってしまうのではないかという感じがしています。 

 それから、これは第５次環境基本計画にもある考え方になりますけれども、環境と経済の

好循環という問題がございますので、その施策、対策によって社会経済的な影響、メリット

が、国内雇用とかのことも含めてですけれども、どんな感じなのかというところもぜひ入れ

ていただいて御検討いただくとありがたい。これはグリーン成長に今回の温暖化対策をつ

なげるということが国の方針としてございますので、その点からもこういう観点が必要で
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はないかと思っていまして、それに関しての全体の取りまとめを環境省さん、経済産業省さ

んがしてくださることになると思うのですけれども、その辺のチェックもぜひお願いした

いということを申し上げておきたいと思います。 

 それから、低炭素社会実行計画についてでございますけれども、ごく簡単に４点だけ申し

ます。 

 まず第１に、いろいろな要因がありますけれども、かなり減少の方向に向かっているとい

うこととか、既に2030年目標を達成されている業種が目標の深掘りもしていただいている

ところは高く評価したいと思います。先ほど来御議論がございましたように、カバー率を上

げていくことが今後の課題ではないかと思います。 

 さらに、フォローアップ検討会のワーキンググループ等でもお話しさせていただいたこ

とがございますけれども、2050年カーボンニュートラル、さらに2030年46％削減に向けてロ

ードマップを各企業さんがおつくりになってくださると大変ありがたいと考えています。

そこでまた、海外に移転してしまって国内の雇用がなくなってしまってはあまり意味がな

いので、ロードマップ作成についても、その辺も踏まえた上で御検討いただけるとありがた

いと思います。 

 先ほど経済産業省さんからのコメントにもございましたけれども、いろいろな目標があ

るという点が問題だということは審議会等では20年前くらいから指摘があったところだと

思いますが、そろそろ総量目標にまとまっていただくと大変ありがたいと思っております。 

 ３点目です。ほかのところでも御議論が出てきていると思いますけれども、2030年46％削

減という野心的な目標が出てきていますので、産業界において再エネの導入を率先してや

っていただきたいということがございまして、各社の再エネ導入量に関して目標を掲げて

その取組に関してＰＤＣＡを回していただけるとありがたいと思っています。具体的には、

御自身の社の人が屋根などに再エネに関してどういうポテンシャルがあるかということを

しっかり把握していただいて、系統のほうはなかなか問題がまだ多少あると思いますので、

自家消費型の太陽光をどんどん入れていく。それに関して、低炭素社会実行計画の中でも位

置づけていただくということが大変大事ではないかと考えています。 

 第４点でございます。低炭素社会実行計画をやはり自主的にやっていただいているとい

うことでございますが、現在、実行計画の対策を実施していただくインセンティブは算定・

報告・公表制度で公表していただくとか、ＥＳＧのファイナンスとかＪ―クレジットとかは

ありますけれども、これで十分なのかということはさらに検討が必要ではないかと思って
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います。カーボンプライシングは１つの方法だと思います。 

 それから、ＪＣＭのほうで２つだけ申します。１つは、ＪＣＭの取組に関して、従来の経

緯は承知しておりますけれども、日本の目標積み上げの基礎にそろそろしてもいいのでは

ないかということを申し上げておきたいと思います。現在、これは目標積み上げの基礎には

なっていませんので、それをしていただいていいのではないかということを申し上げてお

きたいと思います。 

 ２つ目ですけれども、ＪＣＭの今後の進展に関しては、国内の企業さんにとってはこれを

進めていくインセンティブは、さっきの算定・報告・公表制度とＪ―クレジット、ＥＳＧぐ

らいしか多分ないということだと思います。もしカーボンプライシングが入れば、それもイ

ンセンティブになるかもしれません。相手国は御案内のように、京都議定書の頃と違って、

自分のところのＮＤＣを既に出しておられるわけですので、クレジットの配分に関して渋

るということが当然出てくるわけでございまして、そういう中でＪＣＭを進めていくため

にはどのように考えていったらいいのかという根本的な問題があると思いますけれども、

これについて環境省、経済産業省さんがどのようにお考えかということを教えていただき

たいと思います。ありがとうございました。 

○山地座長  どうもありがとうございました。では、また産構審側に戻りまして、小川委

員、お願いいたします。 

○小川委員  小川でございます。聞こえますでしょうか。 

○山地座長  はい、大丈夫です。お願いいたします。 

○小川委員  ３点コメントさせていただきます。 

 １点目は、政府及び経団連による低炭素社会実行計画のフォローアップについてでござ

います。官民それぞれでＰＤＣＡのサイクルを二重で回す仕組みが確立しているというこ

とが分かります。フォローアップされる企業、団体側にも様々な創意工夫があります。例え

ば鉄連では、エネルギーマネジメントを体系的に実施するために、国際規格であるＩＳＯの

認証を受け、自らの活動の信頼性と透明性を高めるべく努力をしております。また、削減目

標に対する進捗状況については、会員各社の社長の集まる会議で四半期に１回議論するな

ど、ガバナンスの面も強化しております。 

 このように日本では強制力や罰則によらず、企業や団体が自主的に定め、宣言した目標に

対して確実に実行し、フォローする仕組みが機能しております。このことは世界に誇るべき

であると思います。必ずしも欧米流の制度を日本に適用することが唯一の解決策ではない
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と思います。今後も日本人の文化や価値観に根差した制度を維持しながら、内外に向けた情

報発信に注力いただきたいと思います。 

 次に、制度の強化に関した議論でありますが、目標が総量であったり、原単位であったり、

基準年が違うと先ほどコメントがありましたが、各企業、団体に統一した取組や評価を求め

る声が上がっております。趣旨はよく理解でき、可能な限り配慮すべき事項であると思いま

す。 

 一方で、一つ一つ性格の異なるセクターが自らの活動に最もフィットする形で目標や計

画を定め、実際に効果を上げているという点も忘れるべきではないと思います。評価する側

にとっては簡単な作業ではないと思いますが、画一性を求めるよりも自主性を尊重するこ

とで実効性が高められることを重視すべきだと考えております。 

 最後に、今後必要となる論点にセクター間の協力、協業の促進があると思います。カーボ

ンリサイクルを例に取りますと、ＣＯ２を分離、精製するもの、メタンを合成するもの、そ

れを化石燃料の代わりに原料として利用するもの。これらの企業や団体が協力することに

よって、サプライチェーン全体で大きな低炭素化が実現すると考えます。このような解決策

は個別企業、業界だけの削減ノルマを定めるような画一的な評価に縛られていては実現で

きません。地球環境の問題を考えるときは、システム全体として捉えた排出量削減の価値評

価が必要になると考えます。こうした革新的な低炭素技術は脱炭素技術の開発、普及の実現

までの過渡期に極めて重要な役割を果たすと思います。何が何でもゼロカーボンでなけれ

ば認めないという考え方では、効果が得られるタイミングが遅れてしまいます。2050年のカ

ーボンニュートラルが実現するまでの期間に発生し、蓄積するＣＯ２の総量を削減すること

も重要であると考えます。このために効果の大きな低炭素技術を社会全体で協力して早期

に実現することが大切であると思います。 

 先日、総理より新たな目標が提示されました。極めて野心的なものでありますが、これを

実現するためにも、分野ごとに具体的な検討を積み上げることで、これまでどおりの実効性

のある削減計画を構築する必要があると思います。 

 以上でございます。 

○山地座長  どうもありがとうございました。では、中環審委員側に戻りまして、小西委

員、お願いいたします。 

○小西委員  小西です。よろしくお願いいたします。 

 菅総理から46％減を目指して、さらに50％の高みを目指すと発表されたことは、本当に政
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治のリーダーシップだと思っております。と同時に、これまでの地球温暖化対策というのは

日本において26％を前提としてきましたので、46、これより少なくとも今までより70％増。

その高みを目指して、これは計画をやはり見直していくことになるのだと思っております。

中でも日本の温暖化対策というのは本当にエネルギー起源ＣＯ２が９割を占めますので、エ

ネルギー次第です。ですので、エネルギーミックス、例えば既に大量導入小委とかでもうあ

る程度の数字が再エネとかも出されていると理解しているのですけれども、こういったも

のもやはりまた見直していく必要があるのだと思っております。 

 ということで、今後９年間で少なくとも46％削減するには、特に重要なエネミックスなど

は広く意見を募るべきだと思いますので、まさに2030年の温暖化対策を話し合うこちらの

合同部会でも少なくとも御報告いただいて、意見交換の場を設けてほしいと思っておりま

す。このことは今後のプロセスについてですが、事務局の見解をお伺いしたいと思っており

ます。 

 ２つ目として、低炭素社会実行計画。まさにフェーズⅡで2030年の目標を62業種中26業種

が既に達成されていると。真摯な御努力に敬意を払うと同時に、やはり明らかに対策強化の

余地があることも示していると感じられます。ですので、まさに2030年46％、さらに50％と

いう明確な目標ができました今、それにふさわしい目標とプロセスの総取替えのようなこ

とが必要だと思っております。今、本当にコロナ禍もあって環境が変わっておりますので、

この機にグリーンリカバリーとして全体の実行計画そのものを大胆に刷新することを期待

しております。このことについても経団連様の御見解を伺えればと思っております。 

 もう１つ環境省さんに、ＪＣＭなのですけれども、これは2030年目標に適切にカウントと

なっているのです。今、累積排出量では5,000万トンから１億トンということなのですが、

どのように適切にカウントされるのかという御見解があればお聞きしたいと思います。 

 最後に一言だけ。前回の議論からずっと聞いておりまして、江守委員、杉山委員が出され

た資料も読ませていただきました。私は気候モデルは全然専門外なのですが、ＩＰＣＣのこ

れまでの政策決定者向けの会議も全て出席しておりまして、一番印象に残っているのが、や

はりそれぞれの研究機関が独自に個別に研究した成果が同じだったらば、やはり科学的な

確信度が高い。確信度が高いものを集めて、それに基づいてパリ協定が合意されているとす

ると、日本の政府の審議会ですから、やはり確信度の高い科学的エビデンスに基づいて議論

をしていきたいと思っております。その点からは、江守委員の出された資料は非常に参考に

なりますので、そのことについても一言申し上げたいと思っております。 
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 以上です。 

○山地座長  ありがとうございました。では、次は産構審側、杉山委員、お願いいたしま

す。 

○杉山委員  聞こえますでしょうか。 

○山地座長  はい、大丈夫です。お願いします。 

○杉山委員  事前に参考資料２として提出させていただいていますので、これに沿って

お話をいたします。 

 まず、2030年の数値目標についてですが、気候サミットで日本は46％を目指すとしたので

すが、これは現時点での努力目標と理解すべきです。大事なのは具体的な政策で、これにつ

いては、エネルギー安全保障と経済について考慮しつつ、一つ一つ妥当性を検討すべき。そ

の結果の積算はすぐに46％になるとは思えません。ただ、帳尻を合わせることを性急に目指

すべきではなく、手堅く検討を積み重ねるべきです。米国は議会の反対で大幅なＣＯ２削減

はできません。中国はＣＯ２を大幅に増大させます。かかる現実に照らし、日本は強引に46％

を目指すべきではない。 

 それから、２、温暖化対策に係る費用について、政府は明確にするべきだ。再エネ全量買

取り制度の実績を参考にすると、１％のＣＯ２の削減のために毎年１兆円程度の費用がかか

っています。26から46％まで深掘りするとなると、その差は20％である。単純に計算しても、

追加で毎年20兆円の費用がかかることになる。人口１億人とすれば、追加で毎年１人20万円、

４人家族世帯では80万円となります。莫大な負担になります。どの程度の費用がかかるのか、

政府は明確にして国民に示すべきです。 

 ３、政策のカーボンプライシングを実施すべきである。温暖化対策の費用の高騰を防ぐた

めの制度設計として、一定の炭素価格を設定し、それに基づいて具体的な政策一つ一つの費

用対効果を分析して、政策を合理化する指針にすべきです。2017年の地球温暖化対策プラッ

トフォーム報告書では、日本の温暖化対策費用は既に１トン当たり4,000円を超えていて、

以下を提案します。炭素価格を１トン当たり例えば4,000円と設定する。政策は全てこの炭

素価格を用いて費用対効果を分析し、それを参考として、安全保障なども考慮しつつ政策実

施の可否を決める。 

 ４、今回の政府資料について。産業部門のＣＯ２が減少しているが、要因分解を見ると経

済活動の低下が主な要因となっている。産業の空洞化が起きていることを重く受け止める

べきである。温暖化対策によってこれが加速化しないようにする必要がある。 
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 交通流の改善によるＣＯ２削減は、技術進歩を活用した経済と環境を両立した取組として、

よい例になっている。ただ、これではよく内容が分からないので、コストなどを含め、より

詳しい情報提供を望みます。 

 最後、その他の事項。以下については時間の都合で詳細はこの後の添付資料に譲りますが、

結論だけ述べます。 

 １、気候危機説は科学的根拠が乏しいので精査すべきです。台風などの災害の激甚化など

起きていないことは統計で確認できますし、将来予測は不確かです。 

 ２、中国の太陽光発電パネルは人権侵害との関係が疑われています。日本も調査すべきで

す。 

 ３、日本はＥＵ、米国と比べてゼロエミッション電源が不足しているわけではありません。

性急な再エネ大量導入をすべきではない。 

 ４、中国は今後５か年で日本の年間排出量に匹敵する12億トンの排出を増加させる計画

である。ＣＯ２は中国の問題である。 

 ５、米欧と日本が海外の化石燃料事業から撤退すれば、それは中国の事業展開に好機を与

えることになる。 

 ６、米国は議会の支持が得られないため、大幅な温室効果ガス削減はできない。日本はは

しごを外されることになる。 

 ７、日本の石炭消費は世界のわずか３％にすぎず、その削減は意味が乏しい。日本は石炭

消費を減らすのではなく、クリーンコール技術で世界に貢献すべきである。 

 ８、中国は日本の全石炭火力設備容量を上回る石炭火力設備容量を毎年建設している。日

本の石炭火力発電量を減らすことには意味が乏しい。 

 以上です。最後に、江守委員からの資料ですけれども、まだ今日見たところですので、こ

れから検討します。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山地座長  ありがとうございました。次は中環審側、下田委員、お願いいたします。 

○下田委員  下田です。よろしくお願いします。 

 ３点申し上げたいと思いますが、まず、2030年の目標が出たという話です。2030年と2050

年の両方を見た対策が重要だと思っております。住宅とか建築の省エネルギー化というの

はリードタイムが長いため、2030年時点での効果がそんなに大きくないのですけれども、

2050年には非常に重要な政策になってまいります。逆に即効性のある対策ですと、先ほどの
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構造転換等も含めた、2050年に向けてそれが伸びていくような対策の設計が大事だと思い

ます。 

 ２点目ですけれども、どんな野心的な目標も、それを達成するための手だてがなければ意

味がないと思っております。５年前に現行の地球温暖化対策計画を審議した際にも申し上

げたのですけれども、温室効果ガスの排出主体を適切な大きさにセグメント化してマネジ

メントする体制が大事だと思っています。経団連の低炭素社会実行計画では、業界ごとのセ

グメント化を行って、小さなセグメントの中で目標を立てて、技術やコストなどの情報を共

有し、計画を実行していく個々のマネジメント対策があるからこそ効果を上げることがで

きて、技術が生まれ、さらにそれが海外へ貢献できていると考えています。 

 資料にもありますように、中小企業や業務部門、運輸部門でのカバー率は低いということ

で、また家庭部門も、従業員の家庭への取組まで広げていただいている産業もありますけれ

ども、本来は地方自治体等でやるべきではないかと思っております。 

 私は、地方自治体とか地方の経済団体などへもこのようなマネジメントの枠組みを使っ

て温室効果ガスの排出削減に取り組む、そのための人材育成を行うこと、これらが大事だと

思っておりますけれども、もしコメントいただけるようでしたらいただきたいと思います。 

 それから、国際協力の分野で東京の例も出ておりましたけれども、もともと日本の先進的

なまちづくりでは産業界の貢献が大きいということもありますので、都市間連携事業にお

いて、官民連携で日本の技術を積極的に提案しているような実態があるのかどうかも教え

ていただきたいと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山地座長  どうもありがとうございました。次は中環審、産構審両方の委員を務めてい

る髙村委員なのですが、さっきチャットボックスで髙村委員は中座されて３時ごろ戻って

くるということで、きっと多分今いらっしゃらないのですよね。ということで、少し後で御

発言いただくことにして、先へ進めたいと思います。次は中環審側で増井委員、お願いいた

します。 

○増井委員  増井です。聞こえておりますでしょうか。 

○山地座長  はい、大丈夫です。お願いします。 

○増井委員  どうもありがとうございます。それでは、まず、資料３のほうなのですけれ

ども、46％削減ということで目標が大幅に引き上げられました。既に議論になっております

けれども、部門別の取組、あるいは部門別でどの程度排出削減目標を設定するのか、その辺
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りは今後の議論になるのかもしれないですけれども、この点もぜひこの委員会で提示して

いただければと思います。特に目標、ＣＯ２削減というのは、企業、地方、国、国民、全て

の主体に関わる問題でもありますので、ぜひその辺りを周知していただくことが必要かな

と思っております。 

 また、2030年という９年後の目標ではあるのですけれども、2050年の脱炭素化に向けてど

う展開していくのか、中間年、途中の断面としてどういう状態にあるべきなのかといったこ

とについても改めて検討することが必要ではないかと思います。それが１点目です。 

 ２点目が資料４の経団連の低炭素社会実行計画についてなのですけれども、まず、今回

2030年の目標が更新されたということで、この新しい目標に対して今後どのように目標を

変えていかれるのか。特にフェーズⅡにおいてどのように今後展開されていくのかという

ところについて予定がございましたら、教えていただければと思います。特に発電部門とい

うのは全ての部門の活動に関わる非常に重要な部門ですので、その発電部門について、特に

ゼロ排出に向けてきちんと整合しているのかどうか、この辺りも情報提供をお願いしたい

と思っております。 

 あと、今回は経団連の低炭素社会実行計画ということではあるのですけれども、中小企業

等でも範囲が広がっているというお話がありました。より具体的に、経団連以外の企業につ

いてどのようにバウンダリーを広げていくのか、その辺りも具体的な計画等ありましたら

お聞かせいただければと思います。 

 以上です。どうもありがとうございました。 

○山地座長  どうもありがとうございました。では、次は産構審側、竹ヶ原委員、お願い

いたします。 

○竹ヶ原委員  ありがとうございます。聞こえていますでしょうか。 

○山地座長  はい、大丈夫です。お願いします。 

○竹ヶ原委員  ありがとうございます。低炭素社会実現のフォローアップに関連して３

点ほどコメントさせていただきます。 

 まず、自主的取組の好事例として、ＴＣＦＤコンソーシアムという活動について情報共有

させてください。この活動が契機になって、賛同企業数が大幅に増加し、現在、賛同者数で

は日本が世界をリードしています。日本の特徴として、他国が金融機関中心の参加なのに対

し、産業界の参加が非常に多い点が指摘されています。この結果、産業界で行われているシ

ナリオ分析に基づく移行リスク、物理リスクの計測やカーボンプライシングの分析などの
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情報が、金融界にも共有される展開になっています。この辺は、任意開示のフレームワーク

に関する自主的な取組の共有という点の成果なのでは、と感じています。 

 こうした自主的な取組の良さを前提としての話ですが、資料を拝見して、ＣＯ２の増減要

因を分析している経団連の資料の６ページで、気になったのが、③の省エネ努力のところが

業務部門を除いて、むしろ増加に転じてしまっているというところです。2030年の削減目標

が46％に引き上げられたことを踏まえて、トランジションを進めていこうとすると、非連続

と言われているイノベーションではなく、まず取り掛かるのが、今すぐやれる省エネ努力の

徹底になると思うのですが、資料によれば、この部分の足腰が少し弱くなっているのでしょ

うか。そうだとすると、産業界のトランジションフェーズをきちんとファイナンスでどうサ

ポートしようという議論をしている私共金融にとっても、この部分を産業界としてどう強

化しようとされるかが大きな関心事項になります。先ほど、増井委員がおっしゃったお話と

全くかぶるのですが、フェーズⅡの目標水準というのが今回のＮＤＣの改定を受けて強化

される方向にあるのかどうか、もしお時間があれば後ほどコメントをいただければと思い

ます。これが１点目でございます。 

 ２点目は、企業あるいは産業単位でネットゼロをどう考えるかという話にも関わってく

るのですけれども、連携の効果というか、貢献量をどう扱うのかがすごく重要な気がしてい

ます。というのは、サイエンスベーストターゲットの認定ではこの貢献量が排除されてしま

っているので、今、個別の企業では、科学的に裏付けられたネットゼロ戦略を貢献量ないで

検討しなければならないのか、というお悩みがあるやに聞いています。この問題は、特に素

材産業の戦略を論じる上で非常に重要な意味を持つと思うのですが、この辺をどう位置づ

けるかについて、経団連さんとして何か方向性があるのかどうかをお聞かせいただければ

と思います。これが２点目です。 

 ３点目は、経産省の御説明であった業界内カバー率の話です。中小企業をどう巻き込んで

いくかということを資料に記載いただいていますが、この部分は、幅広いサステナブル・フ

ァイナンスの中でも、特に間接金融、中でも地域の金融機関がカバーする領域の話になって

きます。そこで、サステナブル・ファイナンスをＥＳＧ投資だけではなくて、地域における、

いわゆるＥＳＧ金融のほう、間接金融にどうビルトインして、融資の世界からどうインセン

ティブをつけていくかという議論も必要な気がします。この場で議論すべきテーマではな

いのかもしれませんが、地域の金融界の巻き込みについては並行して、いろいろな議論が別

途なされておりますので、場合によってはこの場でそういった情報もシェアしていただき
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ながら議論できれば、と考えています。最後はコメントです。どうもありがとうございまし

た。 

 以上です。 

○山地座長  ありがとうございました。では、次は中環審側、三宅委員、お願いいたしま

す。 

○三宅委員  ありがとうございます。私からは、低炭素社会実行計画の位置づけと今後の

数値の在り方にコメントさせていただきたいと思います。 

 ここまでの事業者による自主取組とそのフォローアップ体制に対しては理解いたしまし

たが、今回の46％削減という新たなステージの目標に照らし合わせて今後の進め方を見直

すべきだと思っております。まず、産業ごとの目標が、今度の新たな2030年目標に即したも

のにアップデートされた上で、それぞれが整合性のある数値なのかという評価をしなけれ

ばならないと思っています。 

 多くの委員から原単位だとか統一されていないという御指摘がありましたけれども、そ

れに加えて、やはり2030年の46％は高いですけれども、それに向けて、どこまでどう整合性

があるのかということは、やはりある程度客観的に見たいと思っております。それがどこで

されるのかということはちょっとお聞きしたいです。 

 それから、これまでは最大限可能な範囲というレベルだったと思うのですけれども、それ

では46％は達成できないので、今回はできたらやるというような努力目標という位置づけ

ではないと思っています。世界の温暖化危機を回避するためというものもあるのですけれ

ども、それだけではなくて、日本の10年後、20年後の日本の企業の競争力のために必要だと、

今やらなければならないと思っています。これまでも多くの委員の方が指摘されていると

思いますけれども、グローバルサプライチェーンの中で重要なポジションを日本企業が維

持していくために、そしてそのためのイノベーションを促進するためにも、これは必要だと

思っております。 

 そういう位置づけを前提として見たときに重要となってくるのが資料４―２―２の７ペ

ージにもありますし、今までもほかの委員の方々もおっしゃっていただいておりますが、中

小企業も含めた業界内のカバー率の引上げの点だと思っております。当社は流通サービス

ワーキングに属しているので、ワーキングの資料等も拝見しに行って確認をしたのですけ

れども、現状のカバー率では業界の状況をきちんと表しているとは言い難いですし、個社の

努力をより促す仕組みにもなっていないと感じております。 



- 32 - 

 

 御承知のとおり、同じ業界内でもいわゆる先行企業がありまして、ここで示されている業

界の目標値を大きく上回る個社目標を出されたりもしています。そのほかの業界、中小企業

との差が大きくなっているというような現状もあります。そもそも業界ごとの事情が違う

ことを踏まえて今のくくりになっているというのは理解しているのですけれども、このよ

うな業界別のくくりが本当に有効なのかというのはちょっと疑問に思いました。 

 冒頭で申し上げましたとおり、私は今回の野心的な目標をうまく利用もしくは活用して、

日本企業の競争力を高めることが真の目的だと思っています。そのためには業界横並びの

平均値を追いかけるというようなフォローアップではなく、例えばサプライチェーンやバ

リューチェーン単位のような産業構造の改革につながるような形でのフォローアップ。先

ほど小川委員からもセクター間の協力という言葉が出たと思います。そういったものを促

すような仕組みが今後、この高い46％の目標を達成するには必要なのではないかと感じて

おります。 

 以上です。 

○山地座長  ありがとうございました。それでは、産構審側に戻りまして、長谷川委員、

お願いいたします。 

○長谷川委員  長谷川でございます。御指名いただきましてありがとうございます。 

 まず大きく、政府の取組みか、経団連の取組みかという問題はあるのですけれども、低炭

素社会実行計画について御指摘をいただいていますので、それをお答えしたいと思います。

大塚先生、下田先生、小西先生から評価いただきまして、大変ありがたいと思っております。

御質問のカバー率の問題については、政府と共に経団連とても前向きに取り組んでまいり

たいと思っているところです。 

 何人かの委員の先生から46％という今度の目標を踏まえた見直し、あるいはロードマッ

プの検討という御指摘をいただいております。これにつきましては、そもそも46％と低炭素

社会実行計画の関係がどうなのかというのは、まだ整理がついていないところであり、今後

の課題です。 

 いずれにせよ、我々経団連としては、少なくともエネルギーの需要側において、ＢＡＴ（ベ

スト・アベイラブル・テクノロジー）の最大限の導入を図りつつ、経済活動量をどのように

見通すかということに尽きると考えておりますので、この部分については引き続き、一生懸

命取り組んでまいりたいと思っております。一方、御指摘をいただいている、エネルギーの

供給側の脱炭素化につきまして、最も重要なのは、今既に確立したゼロエミッション電源で



- 33 - 

 

ある原子力を、しっかり政府のリーダーシップの下で動かしていただくことが極めて重要

だと思っております。 

 再生可能エネルギーにつきましては、産業競争力の強化に資する形で導入を進めていく

べきだと考えているところです。そういった方向で施策を進めていただけるように、ぜひお

願いしたいと思っております。 

 海外、あるいはサプライチェーンの貢献にどのように取り組んでいくのかというのが竹

ヶ原委員からの御指摘だと思います。これについては我々としてもしっかり取り組んでい

くことが重要だと思っていますが、その際、定量化をどのように進めるかについてで、その

ための努力が先ほど経済産業省あるいは環境省から御説明があったＪＣＭ等の取組だと理

解しているところです。 

 総理のスピーチや、資料３で梶川室長から御説明があった今後の進め方と今後の政策と

も、若干かぶるところもございますけれども、申し上げます。総理のスピーチでは「経済と

環境の好循環」という視点として上げられていると思っております。今出されている資料の

ほうでは上の青の囲みところ「野心的な削減目標に向けて」のみならず、「経済と環境の好

循環」という視点についても、今後資料に必ず入れていただくとともに、そういった視点を

踏まえながら、軸の一つとして検討していただくことをお願いしたいと思います。 

 具体的な政策につきましては、先ほど私が御説明申し上げました資料の最後の中西会長

のコメントにある通りですが、とりわけ先ほど申し上げましたように、原子力はしっかり取

り組んでいただきたいと考えております。 

 ＢＡＴ、すなわち利用可能な最良の技術の最大限導入に、経済界は取り組んでいくと申し

上げましたけれども、その導入支援、あるいは、業種によっては燃料転換というようなこと

もあるかもしれませんが、しっかり政府のほうでも支援をいただいて、利用可能な技術をよ

り利用しやすい形にしていただくことも、ぜひお願いしたいと思います。この点、繰り返し

になりますけれども、目標の野心度に応じた政策的な支援というのをぜひお願いできれば

と思います。 

 あと、民生部門にも経済界は低炭素・脱炭素型の製品等を供給していますけれども、住宅

建築物、あるいは運輸といった分野でも、そういった支援をお願いできればと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○山地座長  ありがとうございました。では、次、中環審側、山口委員、お願いいたしま



- 34 - 

 

す。 

○山口委員  よろしくお願いします。私の声は聞こえていますでしょうか。 

○山地座長  はい、大丈夫です。お願いします。 

○山口委員  よろしくお願いいたします。まず、今回出されました温室効果ガス2030年

46％削減という目標は率直に評価したいと思うのですが、やはり鍵を握るのは再生可能エ

ネルギーの最大限の導入とその具体的な道筋だと思います。経済界にも、先ほど御説明があ

りました低炭素社会実行計画に基づいて、再エネ導入のより高い目標に意欲的に取り組ん

でいただきたいと思うのです。 

 まず、今すぐできることとして、先ほど大塚委員長からもありましたけれども、建物の屋

根や敷地など、空いているスペースを活用した太陽光発電の自家消費モデルの普及が挙げ

られると思います。例えば第三者所有モデル、いわゆる初期費用ゼロ円モデルを利用すれば、

無料で屋根に太陽光パネルを設置してもらい、メンテナンス料金も無料、電気代も同等か安

くなると言われています。こうした自家消費型の普及はフィットへの依存を減らすことが

できますし、災害時には利用できる分散電源にもなります。 

 そして、太陽光発電の技術革新も急速に進んでいます。ＮＴＴアドバンステクノロジは、

無色透明な発電するガラスを年内に商品化して発売しようとしています。発電効率はまだ

低いのですが、窓や壁など、設置できる面積が格段に広がるわけです。それから、東芝では、

2025年の実用化を目標に、非常に薄くて軽量で、折り曲げ可能なペロブスカイト太陽電池の

開発を進めています。ビルの壁面はもちろんのこと、曲面を描くような屋根だったり、それ

から古い住宅の屋根などにも取り付けられるため、仮に結晶シリコン太陽電池並みの変換

効率が実現できれば、都市部でも原発10基分以上の発電ができる可能性があるということ

なのです。こうした技術開発のスピードアップを含めて、政府の支援が大切だと思います。 

 ちなみに、洋上風力では2030年までに1,000万キロワット、つまり原発10基分という目標

が立てられました。それから、世界３位の埋蔵量がある地熱発電の開発など、もちろん環境

に配慮した上で、再エネ拡大の着実な履行が望まれます。 

 それから、バイオ燃料なのですけれども、先日、経団連審議員会副委員長でもあるユーグ

レナの出雲社長に取材をしました。ミドリムシ由来のバイオジェット燃料が完成して、年内

にもフライトに利用される予定だということなのです。ミドリムシというのはＣＯ２を吸収

しながら大量培養でき、飛行機や自動車の燃料にもなります。まさに循環型社会の実現につ

ながるということが言えると思うのです。もちろん現状ではコストの問題があるわけです
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が、大量導入されることでコストの低下も期待されます。 

 そして、2025年にはいわゆるミレニアル世代以降が日本の労働力人口の過半数を占める

ようになります。これを分岐点にして社会の価値観も大きく変わって、持続可能な循環型社

会への移行が進むのではないかと、ユーグレナの出雲社長は指摘していました。未来を見据

えて、ぜひ再エネを軸とした循環型経済への進化を経済界でも進めていただきたいと思い

ます。 

 最後に、江守委員が出されました資料は大変勉強になりました。どうもありがとうござい

ました。 

○山地座長  ありがとうございました。では、次は産構審側、山下委員です。よろしくお

願いします。 

○山下委員  山下です。聞こえますでしょうか。 

○山地座長  はい、大丈夫です。お願いします。 

○山下委員  ありがとうございます。今回、菅総理は2030年に温室効果ガスを2013年比

46％削減という従来の削減目標に７割という大きな上積みをする宣言をされました。前回、

このワーキンググループで報告を受けましたように、現状の26％削減目標にまだまだ届か

ないと見込まれる分野・対策があり、吸収源対策も遅れています。2030年まで10年を切って

いる中、いずれの分野でも、これまでの考え方を切り替えて、数字合わせをするのではなく、

あるいはなぜできないかを説明するだけではなく、技術革新や新たなビジネスや産業創出

を含めた、より積極的な検討が必要だと考えます。 

 経団連の低炭素社会実行計画の2019年度実績についてフォローアップをしたところです

けれども、既に現行の2030年目標を大幅に超過して達成している業界については、さらなる

削減目標の積み増しについて早期の検討をお願いしたいと思います。 

 また、業務部門を中心とした対策の遅れが見られる部門では、中小企業事業者への対象拡

大を含む対策強化を検討するとの御説明でしたが、コロナ禍で経営そのものに大きな課題

を抱える事業者も多いと思われますので、リスクに強い、活力のある、中小規模事業の変革

に特化した独自のグリーン成長戦略のようなものを検討する必要があると考えます。2050

年のカーボンニュートラル目標に向けては、革新的な技術の実用化と普及に向けたコスト

削減が必要とされておりますので、研究開発に限定されない、政府の資金的、政策的支援も

必要です。 

 また、業務部門は、消費者の理解と協調が必要かと思います。コスト高になるのであれば、
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そのコストを受容できる納得感が必要ですし、既に小売では一部実験的な取組をされてい

るようですけれども、リサイクルやアップサイクルによる資源節約、必要なものを必要な量

だけ消費するといった行動変容を伴うライフスタイルの変革について、消費者と共に考え

て実行に移すような新たな考え方、仕組み、ビジネスの創出が必要でしょう。特に若者の参

画が重要だと考えます。考え方が柔軟で、新しい技術やトレンドに敏感な若者たちと世の中

やマーケットを動かすことで、事業者の排出削減を加速化することが必要です。これまでの

やり方では現行の目標達成ができない上に、46％まで引き上げられた新しい削減目標への

対応が困難になってしまうかと思います。 

 最後に、国際協力について。第２回のこのワーキングでファイナンス分野の御紹介があり

ましたクライメート・トランジション・ファイナンスの考え方に沿って、アジアを中心とし

た新興国や途上国のエネルギー変革やトランジションを支援するプロジェクトを官民で連

携して推進していただきたいと思います。脱炭素化は世界全体で達成することが基本です。

途上国や新興国を取り残してしまっては目的が達成されません。ＪＣＭではＣＣＳへの言

及もありましたが、国、地方あるいは企業における省エネや再エネの推進に加えて、化石燃

料の脱炭素化が必要です。移行過程でどうしても排出されてしまう二酸化炭素を隔離でき

るサイトを支援するプロジェクトはエネルギー変革に向けて極めて重要だと考えます。ま

た、官民の取組から民間主導のビジネスベースへ移行するに当たり、相手国の持続可能性、

環境以外のＳＤＧｓ達成に寄与するような、いわゆるマルチベネフィットを目指すことで、

結果として脱炭素化も実現するような事業の創出をして、取組を加速化することも大切だ

と考えます。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○山地座長  ありがとうございました。では、中環審側、吉高委員、お願いいたします。 

○吉高委員  吉高です。聞こえておりますでしょうか。 

○山地座長  はい、聞こえております。お願いします。 

○吉高委員   

ありがとうございます。まず、低炭素社会実行計画について、フォローアップが確実に実施

されていって、深掘りをされていることを評価いたします。経団連様の資料の中で新しいイ

ノベーションの創出が鍵で、政府と連携してとあるのですけれども、２兆円ファンドはＮＥ

ＤＯで活用されることになりますが、限定もされています。ＮＥＤＯが石油代替エネルギー

開発のために創設されたのが1980年。その後、相当の技術が生まれたのですが、経験値とし
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て全く新しいものの創出というのはどういうことなのか。特にトランジション・ファイナン

スの観点から、そういったものに向かう資金をどう考えているのかをぜひ教えていただけ

ればと思います。 

 それから、経産省様で原単位についての言及があったのですけれども、ＧＰＩＦが採用し

ているカーボン・エフィシェント指数のように、投資家が評価する際には炭素効率で見る傾

向があります。これについて今のお考えと何か齟齬があるのか。また総量目標、統一化とい

うお話もあったかと思いますが、業界区分というのが、2030年、2050年と変わる可能性もあ

ると思います。それを踏まえての統一化の必要性について、どうお考えなのか教えていただ

ければと思います。 

 警察庁様のこういった御努力は初めて知りまして、大変勉強になりました。今後新たなモ

ビリティシステムにおいても様々な考え方があると思うので、もし新しいことがあれば教

えていただければと思います。 

 あと、国際協力とＪＣＭについてなのです。これまでのＪＣＭの制度は国内補助金制度と

変わらないので規模が拡大されない。６条２項に照らし合わせて使うとすると、どのように

スケールアップさせていくのか、それのロードマップなどがあるのか。また、例えばカーボ

ンリサイクルなど国際間をまたぐエネルギーの削減については、吸収源も含めて新たな考

え方が必要かと思うのですが、これについての御認識を教えていただければと思います。 

 さらに、ＣＥＦＩＡですが、各国の反応状況を教えていただきたいのと、ファイナンス面

でこれまで様々に温室効果ガス削減技術移転に関して考えられ作られてきたのですけれど

も、さほど進んでいないと認識しています。新たなファイナンス面での考え方があるのであ

れば教えていただきたいと思います。 

 最後に、2030年に向けた目標は大変インパクトもありましたし、市場にもシグナルになっ

たと思います。この委員会で今後、2030年及び2050年のあるべき姿、それぞれからバックキ

ャスティングしたロードマップを作成していくことになろうかと思うのです。ですので、こ

のロードマップは大変期待したいと思います。 

 そして、途上国支援です。先ほど石井委員もおっしゃっていましたけれども、このたびの

インド太平洋諸国への日米の脱炭素移行への支援ということは私も大変期待したいです。

今日御発表になった国際協力との関係ではどういったフレームワークになっていくのか、

もし分かるようでしたらお伺いしたいと思います。 

○山地座長  どうもありがとうございました。この発言順のルールでいくと、最後は私、
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山地なのですけれども、本日は皆さんから様々、しかも多様な意見をいただいて、私から特

に付け加えるということはないですが、ちょっと委員の一人として発言させていただくと、

まず、46％の削減です。2030年のＮＤＣ目標というのは、まさにこの合同会合で検討する温

暖化対策計画の深掘りの姿として出てくるものを提示的な目標として与えられたという印

象を私は持っています。その上でですけれども、資料３でしたか、簡単な資料、事務局の別

紙のほうに表があって、46％減で単に７億6,000万トン、ＣＯ２換算と書いてあるのですけれ

ども、これは今までのようにやはり内訳を示すということを我々の合同会合の中で議論し

ていくと考えてよろしいのですよねということの確認の質問です。 

 もう１つは、これも何人かの方がおっしゃいましたけれども、我が国の温室効果ガスの排

出量というのは世界全体で言えば３％なわけです。そういう意味では、国際的に貢献すると

いうことのほうが同じように非常に重要なことになってきます。サプライチェーンの話も

ありますけれども、やはりカウントできるという意味ではＪＣＭがあるわけで、そのＪＣＭ

をやはり削減努力目標の中にカウントできるように持っていっていただきたいし、そうい

う制度にもし万が一ならなくても、やはりカウントの中に並べて書いてほしいと思います。

その点では、まだ累積で幾らという段階ですけれども、2030年という断面でどれぐらいを考

えるのかという目標を、ＪＣＭで稼ぐマイナスのポイントの目標などを示されることもい

いのではないかと思うのですが、どうお考えか。私からの個人的な発言としては以上にした

いと思っております。 

 それで、先ほど申し上げた髙村委員は３時とおっしゃったけれども、まだお帰りではない

のですか。チャットボックスには何も表示されていないので、多分お戻りではないですね

（「まだお戻りではないと思います。すみません」の声あり）。今までの委員の御質問も御意

見もありましたが、では、まずは事務局とかプレゼンいただいた方からの回答という形でお

願いしたいと思います。各分野それぞれ最大５分程度でお願いしたいと思います。まず最初

に、低炭素社会実行計画について、経団連さんと経済産業省さんから御回答いただきたいと

思います。よろしくお願いします。 

○梶川室長  経済産業省です。先ほど長谷川委員からコメント中にいろいろと返答があ

ったと思いますので、経済産業省からも御回答申し上げたいと思います。 

 低炭素社会実行計画に関しては、カバー率の話について意見がありました。資料４―２―

２の７ページ目に各部門のカバー率を上げております。これは御案内のとおり、比較的大き

な企業の業界団体を中心にかなり数字が上がる感じになっていまして、産業・エネルギー転
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換部門は85％。足りない部分は、中小企業も含めたところです。ここの部分をどうのように

カバーしていくかというのは長年の課題でして、幾つか手法はあると思っています。各業界

団体からかなり小まめにアウトリーチのための説明会をやっていただいたりとか、そうい

うこともやりながら地道に幅を広げていくということです。 

 金融との関係性なども竹ヶ原委員からもありましたけれども、地銀などとうまく連携し

ながら、中小企業の削減にコミットできるような体制をつくっていくというのも大事かな

と思います。この辺りは業界独自の中の裾野を広げる取組と、少し金融の世界からもこうい

った活動をうまくサポートするということも大事かなと思っております。 

 井上委員からも、商工会議所でも温暖化に対する様々な取組のツールを提供いただいて

いますので、この辺りをそれぞれが個別にやるのではなくて、有機的につなげながら、中小

企業も含めて取り組めることを推進していくのが大事かなと思っています。引き続きこれ

からフェーズⅡの議論が経団連さんでもありますので、より有効なものを検討していきた

いと思います。 

 さらなる実効力強化に向けた論点例の中の６ページ目、2030年度と政府の目標との整合

性に関してです。この審議会は４月22日の議論をまず想定せずにアジェンダセッティング

されていますので、まだ経団連さんのほうもこの新しく出た目標と低炭素社会実行計画フ

ェーズⅡの目標について検討が進んでいるところではないと思います。その中で、一昨年度

と昨年度で、フォローアップの会合を経済産業省が産構審で業種別ワーキングを開催して

おります。やはり多様性という意味では、業界ごとの目標値なり、それを測るためＫＰＩが

あるというのはすごく大事なことなのですけれども、いかんせん、評価する側から見てみる

と、なかなかそこが理解しにくいというのが各委員から出てきた話です。総量目標にしなさ

いとか、原単位だけにしなさいというよりは、それぞれ各業界の中で意味のある目標値をつ

くってもらうのも大事なのだけれども、総量の部分と原単位についてはある程度統一的に

見られるような形が大事なのではないかというのが多くの委員の御指摘です。国の目標と

の整合性と、各産業界の実情に応じてどういう目標設定をするか、その両立が大変重要かな

と思っているところでございます。 

 すみません、今、チャットで長谷川委員から私の後に御発言ということなので、私はここ

までにしまして、長谷川委員、どうぞよろしくお願いいたします。 

○長谷川委員  ありがとうございます。低炭素社会実行計画と2030年46%目標との関係に

関しましては、先ほど申し上げましたように、政府も含めてよく御相談させていただければ
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と思っております。あと、計画の全体目標についても、梶川室長、皆さんの御指摘も踏まえ

ながら考えたいと考えております。 

 その上で、吉高委員から、私の資料の多分10ページだと思いますけれども、全く新しいイ

ノベーションとは一体何なんですかというご質問をいただいたかと思います。 

 それは、同じ資料、すなわち資料４―２―１の10ページの、例えば左下にあります鉄で言

いますと、これは小川委員がお詳しいと思いますが、ＣＯＵＲＳＥ50と書いています、従来

石炭を使って還元していたものを水素で還元する技術でありますとか、セメントについて

もＣＯ２を原料としたセメント製造とか、そういったものでございます。これらについては

我々のチャレンジ・ゼロでも、アクションを表明いただいております。あと、これは梶川室

長にも御尽力いただいて、ゼロエミ・チャレンジということで、金融機関、投資家向けの企

業リストができておりますので、ぜひ御参照いただいて、資金を投入していただければ大変

ありがたいと思っております。 

 以上でございます。 

○山地座長  どうもありがとうございました。それでは、続きまして、道路交通流対策に

ついて、警察庁さんから御発言があればお願いいたします。 

○井澤課長  警察庁の井澤でございます。 

 最後に吉高委員からございました新しい取組という部分ですけれども、正直申しますと、

なかなか警察でやれるものも発表させていただいたものに尽きている部分ではあるのです。

と申しますのも、基本的には道路交通流対策はやはり警察だけではなくて、計画のほうにも

のっていますけれども、自動車単体の話ですとか、それから道路構造みたいな部分をよりよ

くしていくというような話もございます。 

 まず最初に説明させていただいたように、信号機の制御という部分は警察単体でやって

おりまして、まさに個々の交差点、あるいは複数の交差点をエリアで制御していくことによ

って、いわゆる断面的に切った交通量を、交通の円滑化を図っていくことによって通過時間

が減れば、それによって自動車の排ガスも減っていくだろうという部分で切り取った施策

というのが警察としてやっている事業であります。したがいまして、御説明したような信号

機の施策、事業をまずは地道に続けていくというのが、いわゆる積み上げの量としてはそう

いった話になるのかなと思っております。 

 一方で、後半で２つほどというか、いわゆる信号情報の提供という切り取りで、今進めて

いる施策として、ＴＳＰＳの話ですとか、あるいはＳＩＰを使ってクラウドを活用したさら
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なる信号情報の提供の、より効率的なやり方を今研究しているところですが、この話に関し

てあえて付け加えさせていただきますと、もちろんこれは、現在はやはり人が運転している

というのがある程度は前提というか、社会的実態としてはそのようになっているのですけ

れども、将来的には自動運転というのが社会的につながっていくと思うのです。もちろん、

先ほどＴＳＰＳのほうで説明いたしましたように、信号情報を提供して、人が判断して、ア

クセル、ブレーキをうまく使ってもらおうとしておりますので、数字という意味ではなかな

か出にくい部分もある。人の行動にどこまで影響を与えられるのかというところを定型的

に出すのはなかなか難しいところがあるのですけれども、これが機械が自動運転とちゃん

となって判断していくということになっていきますと、基本的には機械は最大効率を狙っ

て機能していくということになると思いますので、今行っていますこういったシステムと

いうのは、自動運転が実現化されて商用化されていくと、より効果を発揮していけるのかな

と思っております。 

 また、信号機の制御の部分に限らず、道路交通の安全と円滑化という観点としては、自動

運転の実現に向けた取組を経産省さんとか国土交通省さん、あるいは内閣官房等で検討さ

れていますけれども、警察としても適宜参加して、そういった取組が進むようにしていきた

いと考えているところでございます。 

 以上です。 

○山地座長  ありがとうございました。では、次、国際協力とＪＣＭについて、環境省さ

ん、経済産業省さん、回答をお願いします。 

 それと、今、髙村委員が戻られたそうですけれども、今回答をいただいている最中なので、

第２ラウンドの発言をいただくときの最初にお願いしたいと思っています。 

 それでは、環境省さん、経産省さん、お願いします。 

○杉本室長  ありがとうございます。環境省からはまず、石井委員と吉高委員からインド

太平洋における脱炭素移行について御指摘いただいたところについてお答えいたします。 

 冒頭の発表資料でもお示ししましたとおり、やはり計画段階から実際の案件に至るまで

のパッケージの支援ということで、各国における脱炭素移行の道筋をつくることの支援を

通じて、石炭火力ほかを含めてどうあるべきかというところを早期に御理解いただくとい

う機会も必要かと思っておりまして、そういった協力を進めたいと思っています。既にベト

ナムにおきまして、ベトナムの長期戦略の策定支援、増井委員にも御協力をいただきながら

進めておりますが、このような取組も通じて行ってまいりたいと思っております。この中で
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は米国ほか様々な国との連携を通じて行いたいと考えております。 

 また、下田委員から御指摘いただきました、まちづくりでは産業界の貢献も多いというこ

とで、都市間連携において官民連携という御指摘もいただきました。ここにつきまして、既

に、例えば横浜とダナン市の例では、水道局で水道事業についての省エネが進められるなど、

実際に地元の企業の方々に協力をいただいた案件形成というのもセットで行われておりま

して、そのような事例を進めていきたいと考えております。 

 ＪＣＭについては小圷企画官からお願いします。 

○小圷企画官  ありがとうございます。環境省の市場メカニズム室企画官・小圷と申しま

す。よろしくお願いいたします。 

 ＪＣＭにつきまして様々なコメントをいただきまして、本当にありがとうございます。大

きく分けまして３つのポイントがあったかと思っております。１つは、目標との関係でござ

います。こちらについてはそういう意味ではＪＣＭ、26％の策定のときは実績も含めてこれ

からというところだったのですけれども、現在180件を超える案件も出てきまして、着実に

事業も進んでいるということもございます。また今後、脱炭素技術の海外展開の大きな柱に

なると考えておりますので、いただいた御意見も踏まえて、ＮＤＣの引上げの中にカウント

するということもぜひ積極的に考えていきたいと考えております。山地委員からも御指摘

がございました2030年断面の数値ということについても少し検討したいと考えております。 

 ２点目については、ＮＤＣとの関係、カウントについてです。こちらについては小西委員

から、ＪＣＭを適切にカウントするというのはどういうことかということで御指摘いただ

いた点でございますけれども、このＮＤＣ、そういう意味では、パリ協定の下で全ての国が

目標を持ってやっていく中で、非常に重要なポイントとしてはダブルカウントをどのよう

に防止していくかということがございます。これについては現在、パリ協定の６条の詳細ル

ールでカウントの仕方ということを検討しておりまして、我々としては、カウントの国際ル

ールに従ってしっかりとカウントするということを考えております。基本的には国際ルー

ルに従いつつ、相手国、17か国とやっておりますけれども、それぞれの国とカウントのやり

方を確認しながら進めていくというようなことが必要かと考えております。 

 また、ＪＣＭのルール自体、現在、ＪＣＭの実施要綱というのが国内のルールとしてござ

いまして、こちら、相当調整というダブルカウントを防止する方法なのですけれども、この

相当調整を新たに入れたものを現在パブリックコメントで出しておりまして、今月末にパ

ブリックコメントを終了し、それを踏まえて、パリ協定の下でしっかりとＪＣＭに位置づけ
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てやるということで進めております。 

 ３点目につきましては、ＪＣＭの今後の在り方の部分。こちらはいろいろといただいた質

問に関わる部分なのですけれども、そういう意味では、大塚委員からも御指摘いただいてい

る、ＪＣＭは今後、パリ協定の下で各国ＮＤＣもある中でどう進めていくかというような御

質問があったと思いますけれども、ＪＣＭの考え方としては、やはり我々としては技術を通

じて相手国の削減に貢献していくということが非常に重要な点として考えております。こ

れはやはり我が国の技術も含めて、優れた技術を導入して脱炭素を推進していくというと

ころがまず２国間クレジット制度、ＪＣＭの非常に重要な点かと考えております。この点で、

やはり相手国がこういったダブルカウントを防止した上で、ちゃんとクレジットをこちら

側にも配分していただくというためには、しっかりとこういったベネフィットを見せてい

く必要があると考えておりまして、その１つがやはり技術であったり、あとは現在政府の支

援で行っているような資金支援といったものがございます。こういった部分をやはり今後

より広げていく必要があると考えておりまして、現在、政府支援が中心でやっているのです

けれども、ここにもう少し公的支援、ＪＢＩＣさん、ＪＩＣＡさん、様々な公的資金がござ

います。そういったものと連携した形でのＪＣＭの支援、またさらにその先には、やはり民

間事業者が主体的に行うような事業についてもＪＣＭとして検討できないかということも

含めて、よりスケールアップできればと考えております。 

 この観点で、まさに新たな技術といいますか、これから本当に必要とされる技術として、

ＣＣＳ、ＣＣＵＳ、これ以外にも水素ですとかそういった新たな技術が非常にあります。そ

ういったことについてもＪＣＭとしてカウントしていけるように、例えば方法論について

検討していく、またＪＣＭの下でＣＣＳの新たなガイドラインも検討していくということ

で、しっかりと整備をしていくことで、こういった新たな技術を海外に展開していく基盤を

整備できればと考えております。 

 すみません、全体をカバーする形でお答えさせていただいたので、少し抜けている点もあ

るかもしれませんが、以上、簡単にですが、回答させていただきます。 

○山地座長  ありがとうございました。経産省さんのほうはよろしいですか。 

○長田室長  経産省・長田でございます。 

 様々な御指摘をいただきまして、ありがとうございます。特に環境省さんから御説明のあ

った部分は我々も一緒にやっていく部分があるのですけれども、特にうちの関係ではＣＥ

ＦＩＡに関する吉高委員からの御質問でございまして、各国の反応はどうかというところ
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でございます。これは特にＡＳＥＡＮの政府からは高い期待を示されておりまして、具体的

にエネルギー大臣会合の文書の中にも反映されているわけです。特に、申し上げましたとお

り、ＡＳＥＡＮは今、第２次のエネルギー行動計画をつくっておりまして、そこに具体的な

目標等を書いているわけですけれども、それの実施の中でＣＥＦＩＡのことを期待してい

ると。今まさにエネルギー行動計画を実現するためにＣＥＦＩＡがどう貢献できるかとい

うことについて、ロードマップをつくろうという動きがありまして、そのロードマップを踏

まえて具体的な貢献をしていくこととしております。 

 それから、ファイナンスのところは、先ほど示しました９ページ目の資料にありますけれ

ども、これはちょっと字が小さくて恐縮ですが、右側に表がある中にファイナンスというと

ころがございます。ＡＤＢとも連携しながら、特にこの再エネ、省エネにファイナンスをど

のように適用できるかというのを議論していく。特に書いていますけれども、地場金融機関

への認識の高まりが重要だと思っていますので、彼らに対する認識の高揚、また彼らがファ

イナンスをするに当たって、どういった指標が必要かというところを考えて、その見える化

のツールを提供していきたいと考えています。 

 それから、ＪＣＭのほうでスケールアップのことですとか、施設についても先ほど小圷さ

んからの御発言がありましたけれども、今、スケールアップの重要な鍵と考えております。

また、吸収源のほうも既に幾つかプロジェクトがありますけれども、制度整備を進めて吸収

源を進めていきたい。 

 １つの鍵としましては、やはりトランジションというのが大きなテーマと考えておりま

して、2050年かどうかは別として、全体としてカーボンニュートラルを目指すというところ

が世界の共通課題ですけれども、そこに一足飛びに行けるわけではないということで、トラ

ンジションを実現していく。我々経済産業省においても梶川チームを中心に、トランジショ

ンというのはどういうものなのか、どのぐらいのタイミングでどういう技術を当てていく

べきか、またそれはどうやってファイナンスをしていくのかといったところについての議

論が今後なされることになっておりますので、そうした動きと足並みをそろえるようにし

て、ＪＣＭのプロジェクト、あるいはＣＥＦＩＡのプロジェクトのほうでトランジションの

ロードマップに乗せる形で進めていく。その意味では、ワンチームとしてアジアにおけるト

ランジション支援をしていくということがＪＣＭにとっても、ＣＥＦＩＡにとっても重要

かなと思います。 

 もう一点、これも環境省さんのほうで既に発言されましたけれども、民間の活力をもっと
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使ったＪＣＭは我々の長年の課題と考えておりまして、これまでの政府１本足打法という

ところは脱却したいということで、より民間企業として使いやすい制度を目指して、環境省

とも相談していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○山地座長  どうもありがとうございました。ヒアリングに先立って資料３を説明して

いただいたのですけれども、これは今から第２ラウンドをやりますけれども、その後で事務

局から対応していただくことにして、ここから第２ラウンドにしたいと思います。 

 先ほど申し上げたように、まずは髙村先生から話をしていただくのですが、ほかの方、発

言御希望の方は、事務局のシナリオでは挙手ボタンをクリックとなっているのですけれど

も、それもよろしいですが、私の画面で挙手ボタンの挙手を探すのがちょっと時間がかかる

ので、できればチャットボックスで書いていただいたほうが簡単でございます。ただ、ちょ

っと時間が押していますので、いずれにしても発言は簡潔にお願いしたいと思っておりま

す。 

 それと、これもシナリオに書いてあるのですけれども、時間切れになった場合には、事務

局のほうに質問、御意見を御提出くださいというのがありますので、そちらを選ばれてもい

いかと思います。 

 ということで、最初のラウンドのところにも参加できなかった髙村委員からまずお願い

いたします。 

○髙村委員  ありがとうございます。山地先生、聞こえますでしょうか。 

○山地座長  はい、大丈夫です。お願いします。 

○髙村委員  ありがとうございます。すみません、御議論を聞いていないので、重複があ

ったら申し訳ないのですけれども、資料の５と６についてとクレジットのところについて

です。 

 今、御報告は全て伺いましたけれども、50年カーボンニュートラルに向けて、特に経済界、

事業者の皆さんの取組が進んできていると思います。あわせて、50年カーボンニュートラル

と整合的な目標を掲げる、もう既に国ないしは国以上の目標を掲げる企業さんも出てきて

いると思っていまして、ぜひ低炭素行動計画の中で、やはり国の2030年の目標を踏まえた新

たな目標の設定ということを推奨していただきたいというのが１点目です。 

 ２つ目は、低炭素社会実行計画で、国の目標達成という観点からもですけれども、各社再

エネの目標を掲げていただけないかと思います。これは皆さん御存じのとおりＲＥ100とか
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ＲＥ Ａｃｔｉｏｎなどで既に掲げていらっしゃる企業はかなり増えていると思うのです

けれども、同時に、私、非効率的な火力のフェードアウトの検討に関わらせていただきまし

た。やはりお使いのエネルギーをどう意識的、計画的に変えていくかということを、低炭素

社会実行計画を媒介にして、社内で考えていただくという意味でもいいのではないかと思

っています。 

 これはもう既に掲げていらっしゃる企業はあると言いましたが、御存じのようにＣＤＰ

などで記載することを求められ、金融投資家からも開示を要請されることが多くある点だ

と思いますので、そういう意味では、企業さんの取組が目に見える形になるという意味でも

非常に大事かと思っております。これが２点目です。 

 最後はクレジットに関してでございます。すみません、もうお答えがひょっとしてあった

かもしれないのですが、経産省さんのカーボンプライシングの検討会でも申し上げたので

すけれども、やはり今後、クレジットをめぐる動向を考えると、クレジットの質が問われる

ようにもなってきているように思います。１トンの削減が当然１トンとして健全に勘定さ

れるというのは大前提です。しかし、経産省さんの検討会の中で御紹介がありましたけれど

も、さらに加えて、ＣＯ２の排出削減だけでなく、社会影響ですとか、その他の環境も含め

た持続可能性の評価を求めるようなクレジット発行のスキームも出てきている。あるいは

そういうスキームに限定した形で、例えばＩＣＡＯのＣＯＲＳＩＡがそうですけれども、ク

レジットの利用を担保した形で条件をつけていくという動きがあると思っています。これ

は恐らくお使いになる企業さんにとって、やはり安心して、しかも企業評価を損なわないで、

むしろ上げる形でクレジットが使えるというクレジットの制度というのをやはりつくる必

要があるのだろうと思っております。これはですからＪ―クレでもそうですし、ＪＣＭでも

そうなのですけれども、ぜひ、質の高いクレジットをどうやってつくっていくかという観点

も御検討いただきたいと思っております。 

 以上です。 

○山地座長  ありがとうございました。今、大塚委員、江守委員、小西委員、石井委員が

御発言を御希望で、時間の関係からいってここまでにしたいと思いますので、しかも、この

４名でも時間がぎりぎりですので、発言はできる限り簡潔にお願いしたいと思います。大塚

委員、お願いします。 

○大塚委員長  聞こえますでしょうか。恐れ入ります。 

○山地座長  聞こえています。大丈夫です。 
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○大塚委員長  短くしたいので、２点だけですけれども、１つは、今、髙村委員が言われ

たこととも少し関係しますが、低炭素社会実行計画の中で、特に太陽光の自家消費型のもの

についてです。各社が目標を持って太陽光とかの再エネの導入に関して取り入れていって

ほしいと思うのですけれども、それに関してのお答えがなかったので、山口委員には賛成し

ていただきましたけれども、教えていただきたいのが１点です。 

 もう一点ですけれども、再エネに関してはさらに、これは経済産業省さんの関係になって

しまいますが、購入、導入のほうの問題として、現在小売のところで電源種の開示に関して

努力義務にしかなっておりませんので、これをぜひ義務づけしていただきたいということ

をお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○山地座長  ありがとうございました。杉山委員が挙手していたのは一覧で見られない

ので、石井委員の後に杉山委員、ここまでにしたいと思います。次は江守委員です。お願い

します。 

○江守委員  ありがとうございます。ＪＣＭをＮＤＣの達成に使っていいかどうかとい

うことに関して、個人的には使うことに違和感があります。これは私の理解が不十分かもし

れないので、間違っていたら教えていただきたいのですけれども、理由は、パリ協定の本質

というのは、全ての国が最終的にはカーボンニュートラルに向かうことだと認識しており

ますので、ほかの国の分を減らしたことによって、自分の国の分はそれだけ減らさなくてい

いという考え方自体が本質的な議論ではないのではないかという違和感であります。しか

も、京都議定書と違って、自主目標であるわけですから、自主目標をどれだけ達成するかに、

ほかの国で減らした分を使うというのは、それだったら、その分だけ自主目標を減らしたら

いいではないかという気もしまして、数字が格好よく見えるかどうかだけの問題になって

しまうという感じがいたします。一方で、海外と協力して減らしたり、減らすのを手伝った

りすること自体は大変重要なことだと思いますので、山地座長も少しおっしゃった中にあ

ったように、それは分けて並べて書いておくぐらいがいいのではないかと私は思いました。 

 以上です。 

○山地座長  ありがとうございます。では、次は小西委員、お願いします。 

○小西委員  ありがとうございます。１つだけです。４月19日に、気候変動イニシアティ

ブとして、企業さん200社以上を含める団体で、ＮＤＣ少なくとも45％という宣言を、皆様、

個社名を新聞に書いて出してくださっています。この中は素材、化学、機械、鉄鋼、製薬、
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いろいろな業種が入っております。この中で45％以上少なくとも、そして50％で、その中で

やはり再生可能エネルギー40から50％、そして石炭への依存をなるべく減らしていくとい

ったことも書いた宣言の中に皆様これだけサインしてくださっている。意欲的な企業さん

が多くいらっしゃいます。 

 ということで、今日もちろん低炭素社会実行計画、経団連様の産業界のいろいろな取組を

お話しいただいているのですけれども、産業界は、今いろいろな声があるということで、こ

うした気候変動イニシアティブの企業さん、ここはＪＣＬＰの三宅さんがいらっしゃいま

すけれども、ＪＣＩの企業さんの声も反映していただければと思っております。 

 以上です。メッセージのほうにこのメッセージを送らせていただきます。よろしくお願い

します。https://japanclimate.org/news-topics/call-for-ambitious-2030-target/ 

○山地座長  では、次、石井委員、お願いします。 

○石井委員  ありがとうございます。私のコメントもちょっと江守さんのとかぶるとこ

ろがあるのですが、ＪＣＭのお話を伺ってちょっと違和感がありました。それはカウントの

仕方というよりも、ＪＣＭをやることの目的が自分の数字をよくするということであって、

私はやはり事の本質はどうやって世界全体が脱炭素を目指せるかと。特に発展の遅れてい

る段階の途上国がそれを目指すときに、どれだけ先進国がそれに協力できることかと思っ

ていて、そういう意味では、カウントするしないということそのものよりも、やはりやって

いるプロジェクトが、相手国の脱炭素にシステムの観点から貢献できるかどうかだと思っ

ています。そういう意味では、技術への重視が非常に大きかったのですけれども、技術その

ものよりも、やはりそれをやることによって、相手国のエネルギーシステムが変わるとか、

都市システムが変わるとか、個別のプロジェクトの観点よりも、相手国の脱炭素計画をどれ

だけシステム的に助けられるかという観点が重要だと思いましたので、これはプロジェク

ト全体のつくり方の話になるのですけれども、個別に点の稼げるプロジェクトというより

は、やはり相手国のシステム転換にどれだけ役に立つプロジェクトかどうかという点から

考えていただきたいと思います。私が今日冒頭で申し上げた途上国の火力発電をどうやっ

てアーリーリタイアメントしてもらって、リニューアブルを入れるかというのも、これは向

こうの国のシステム転換であると同時に産業構造政策の話であるので、そういう形での協

力を目指せるといいと思います。 

 以上です。 

○山地座長  では、杉山委員、お願いします。 

https://japanclimate.org/news-topics/call-for-ambitious-2030-target/
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○杉山委員  ありがとうございます。今日の資料３ですけれども、世界の情勢の把握とい

うのを、まだ時間がないせいかもしれないですが、もっときちんとやったほうがいい。中国

は今回のサミットで何も約束していないわけです。今後５年間で、今の５か年計画だと、日

本まるまる１個分ＣＯ２を増やすという話です。海外への火力支援をやめるなどと全く言っ

ていなくて、むしろ先進国がそれをやめると、中国が世界中の火力支援をするようになりま

す。 

 それから、アメリカも、バイデン政権としては50％削減と言っているのですけれども、税

や規制といった大がかりな政策が議会を通ることはありませんので、あの50％と言ってい

る数字は政権の意向ではありますが、私は実現可能性は極めて乏しいと見ています。年内に

はそれがうまくできないということは分かってくると思います。その辺をきちんと整理し

た上で日本は考えなければいけない。 

 最後に、「コストについてもきちんと検討しよう。産業が空洞化してはいけないから」、と

いったことを大塚座長がおっしゃいましたけれども、これはぜひ今後詳しく詰めていくべ

きだと思います。 

 以上です。 

○山地座長  ありがとうございました。それでは、髙村委員は最初の発言なのですけれど

も、追加の発言もありましたので、事務局でここでちょっと対応できるところがあれば、先

ほどの資料３に関するものも含めて、簡単にお願いしたいと思います。 

○梶川室長  経産省の梶川です。資料３の関係でいきますと、第２ラウンドの前に御質問

が出たものも含めてお答えします。 

 まず、経団連さんから、環境と経済の好循環ということをしっかり意識した上で、こうい

う資料作りをしてほしいという話がございました。今投影している資料の総理のスピーチ

の中に、線は引いていないのですが、経済と環境の好循環を生み出しということを記載して

おりまして、ここは御指摘承知いたしました。 

 あと、山地先生から、別紙のところ、内訳という話がございまして、資料３の次のページ

です。まだ、そういう意味では、先週の木曜夜に出たということですけれども、まさにこの

数字を踏まえて、どういう形でこの審議会及び、エネルギーのほうは総合エネ調で議論して

いますけれども、具体的にこの数字の実現のための対策を練っていくかということだと理

解しております。 

 あと、小西委員からは、すみません、今の発言の前のところで、この審議会でもエネルギ
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ーの部分についてしっかり報告したほうがいいのではないかという御指摘がございました。

これは我々、エネ庁の人間とも話を綿密にしておりまして、しかるべきタイミングで御報告

させていただくということになりますので、その際はよろしくお願いいたします。 

 取り急ぎすみません、私からは以上でございます。 

○山地座長  ありがとうございました。最後は少し発言を短くということまで申し上げ

ましたけれども、先ほども申し上げましたが、時間切れでちょっと発言を控えた方は、御質

問、御意見を事務局のほうに御提出いただければということでございますので、よろしく御

対応をお願いいたします。 

 ということで、以上で本日の議事を終了ということにしたいと思います。最後に事務局か

ら何か連絡事項等あればお願いいたします。 

○梶川室長  関係省庁の皆様、委員の皆様、どうもありがとうございました。本日の議事

録につきましては、事務局で作成の上、委員の皆様に御確認をいただいた上で、後日、ホー

ムページに掲載させていただきたいと思います。 

 すみません、今、チャットに長谷川委員からも時間があれば簡単にというようにあります

が、もしよろしければ、事務局のほうにメールでコメントいただければと思います。 

 次回の開催につきましては、また詳細が決まり次第、御連絡をさしあげたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

○山地座長  ありがとうございました。それでは、以上で閉会とさせていただきます。長

時間にわたり熱心な御議論、大変ありがとうございました。 

 

                            午後 １５時３０分 閉会 

 

お問合せ先 

産業技術環境局 環境経済室 

電話：03-3501-1770 

FAX：03-3501-7697 

 


